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１．オゾン層保護対策     

１－１．オゾン層破壊物質等の概要１－１．オゾン層破壊物質等の概要１－１．オゾン層破壊物質等の概要１－１．オゾン層破壊物質等の概要 

（1）オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書対象のオゾン層

破壊物質（特定物質） 

 

 
*「100 年 GWP 値」とは、対象となる物質の影響を 100 年間にわたって積分した値である。積分する年

数（他に 20 年値や 500 年値などがある）によって GWP 値は変化することがある。 
 

 

 

 

地球温暖化係数

モントリオール

議定書附属書

2010年科学

評価パネル

第4次IPCC報告書

（100年GWP値*）

グループⅠ CFC-11 CFCl
3

45 1 1 4,750

CFC-12 CF
2

Cl
2

100 1 0.82 10,900

CFC-113 C
2

F
3

Cl
3

85 0.8 0.85 6,130

CFC-114 C
2

F
4

Cl
2

190 1 0.58 10,000

CFC-115 C
2

F
5

Cl 1020 0.6 0.57 7,370

グループⅡ ハロン-1211 CF
2

BrCl 16 3 7.9 1,890

（ハロン） ハロン-1301 CF
3

Br 65 10 15.9 7,140

ハロン-2402 C
2

F
4

Br
2

20 6 13 1,640

グループⅠ CFC-13 CF
3

Cl 640 1 - 14,400

CFC-111 C
2

FCl
5

- 1 - -

CFC-112 C
2

F
2

Cl
4

- 1 - -

等10物質

グループⅡ 四塩化炭素 CCl
4

26 1.1 0.82 1,400

グループⅢ 1,1,1－トリクロロエタン CH
3

CCl
3

5 0.1 0.16 146

グループⅠ HCFC-21 CHFCl
2

1.7 0.04 - -

HCFC-22 CHF
2

Cl 11.9 0.055 0.04 1,810

HCFC-123 C
2

HF
3

Cl
2

1.3 0.02-0.06 0.01 77

HCFC-124 C
2

HF
4

Cl 5.9 0.02-0.04 - 609

HCFC-133 C
2

H
2

F
3

Cl - 0.02-0.06 - -

HCFC-141b CH
3

CFCl
2

9.2 0.11 0.12 725

HCFC-142b CH
3

CF
2

Cl 17.2 0.065 0.06 2,310

HCFC-225ca CF
3

CF
2

CHCl
2

1.9 0.025 - 122

HCFC-225cb CF
2

ClCF
2

CHClF 5.9 0.033 - 595

等40物質 他

グループⅡ HBFC-22B1 CHF
2

Br - 0.74 - -

（ハイドロブ

ロモフルオロ

カーボン）

等34物質 他

グループⅢ ブロモクロロメタン CH
2

BrCl 0.4 0.12 - -

臭化メチル CH
3

Br 0.8 0.6 0.66 5

オゾン破壊係数

（クロロフル

オ ロ カ ー ボ

ン）

（ そ の 他 の

CFC

）

（ハイドロク

ロロフルオロ

カーボン）

附

属

書

C

附

属

書

B

モントリオール

議定書

2010年科学評価

パネル

大気中寿命（年）

物　質　名 化　学　式

附

属

書

A

附属書E
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（2）気候変動枠組み条約に基づく京都議定書における削減対象の代替フロン等 

 
* 地球温暖化対策の推進に関する法律では、地球温暖化係数として第 2 次 IPCC 報告書の 100 年 GWP
値を採用している。 

 

 

第2次IPCC報告書

（100年GWP値）

第4次IPCC報告書

（100年GWP値）

HFC-23 CHF
3

222 0 11,700 14,800

HFC-32 CH
2

F
2

5.2 0 650 675

HFC-41 CH
3

F 2.8 0 150 -

HFC-125 CHF
2

CF
3

28.2 0 2,800 3,500

HFC-134 CHF
2

CHF
2

9.7 0 1,000 -

HFC-134a CH
2

FCF
3

13.4 0 1,300 1,430

HFC-143 CH
2

FCHF
2

3.5 0 300 -

HFC-143a CH
3

CF
3

47.1 0 3,800 4,470

HFC-152a CH
3

CHF
2

1.5 0 140 124

HFC-227ea CF
3

CHFCF
3

38.9 0 2,900 3,220

HFC-236fa CF
3

CH
2

CF
3

242 0 6,300 9,810

HFC-245ca CH
2

FCF
2

CHF
2

6.5 0 560 -

HFC-43-10mee CF
3

CHFCHFCF
2

CF
3

16.1 0 1,300 1,640

等

PFC-14 CF
4

>50,000 0 6,500 7,390

PFC-116 C
2

F
6

>10,000 0 9,200 12,200

PFC-218 C
3

F
8

2,600 0 7,000 8,830

PFC-c318 c-C
4

F
8

3,200 0 8,700 10,300

PFC-31-10 C
4

F
10

2,600 0 7,000 8,860

PFC-41-12 C
5

F
12

4,100 0 7,500 9,160

PFC-51-14 C
6

F
14

3,100 0 7,400 9,300

等

六フッ化硫黄 六フッ化硫黄 SF
6

3,200 0 23,900 22,800

地球温暖化係数*
オゾン層

破壊係数

パーフルオロカーボン

（PFC）

ハイドロフルオロカーボン

（HFC）

京　都　議　定　書 物　質　名 化　学　式

2010年科学評価

パネル

大気中寿命（年）
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（3）第 4 次 IPCC 報告書で地球温暖化係数が報告された温室効果ガス 

（第 2次 IPCC 報告書で地球温暖化係数が報告されたものを除く） 

 

 

 

地球温暖化係数

第4次IPCC報告書

（100年GWP値）

HFC-245fa CHF
2

CH
2

CF
3

7.7 1,030

HFC-365mfc CH
3

CF
2

CHFCF
2

CF
3

8.7 794

NF3 NF
3

500 17,200

PFC-9-1-18 C
10

F
18

- >7,500

ﾄﾘﾌﾙｵﾛﾒﾁﾙｻﾙﾌｧｰﾍﾟﾝﾀﾌﾙｵﾗｲﾄﾞ SF
5

CF
3

650-950 17,700

HFE-125 CHF
2

OCF
3

119 14,900

HFE-134 CHF
2

OCHF
2

24.4 6,320

HFE-143a CH
3

OCF
3

4.8 756

HCFE-235da2 CHF
2

OCHClCF
3

3.5 350

HFE-245cb2 CH
3

OCF
2

CHF
2

4.9 708

HFE-245fa2 CHF
2

OCH
2

CF
3

5.5 659

HFE-254cb2 CH
3

OCF
2

CHF
2

2.5 359

HFE-347mcc3 CHF
2

CF
2

OCH
2

CF
3

5 575

HFE-347pcf2 CH
3

OCF
2

CF
2

CF
3

- 580

HFE-356pcc3 CH
3

OCF
2

CF
2

CHF
2

3.8 110

HFE-449ssl C
4

F
9

OCH
3

- 297

HFE-569sf2 C
4

F
9

OC
2

H
5

- 59

HFE-43-10pccc124 CHF
2

OCF
2

OC
2

F
4

OCHF
2

13.5 1,870

HFE-236ca12 CHF
2

OCF
2

OCHF
2

20.8 2,800

HFE-338pcc13 CHF
2

OCF
2

CF
2

OCHF
2

12.9 1,500

パーフルオロポリエーテル PFPMIE CF
3

OCF(CF
3

)CF
2

OCF
2

OCF
3

- 10,300

ジメチルエーテル CH
3

OCH
3

- 1

メチレンクロライド CH
2

Cl
2

0.4 8.7

メチルクロライド CH
3

Cl 1 13

ハイドロカーボン等

第4次IPCC報告書

2010年科学評価

パネル

大気中寿命（年）

物　質　名 化　学　式

ハイドロフルオロカーボン

（HFC）

パーフルオロ化合物

フルオロエーテル
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１－２．オゾン層保護対策の経緯１－２．オゾン層保護対策の経緯１－２．オゾン層保護対策の経緯１－２．オゾン層保護対策の経緯 

1974 年 6 月 
米国カリフォルニア大学ローランド教授とモリーナ博士がCFCによるオゾン層の破壊及びその

結果として人や生態系への影響が生じる可能性を指摘した論文を発表 

1985 年 3 月 「オゾン層の保護のためのウィーン条約」を採択 

 12 月 英国のファーマン博士らが南極上空のオゾン減少について報告 

1987 年 9 月 「オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書」を採択 

1988 年 5 月 「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律」（オゾン層保護法）制定・施行 

 9 月 ウィーン条約発効 

  日本、ウィーン条約及びモントリオール議定書に加入 

 12 月 ウィーン条約、日本について発効 

1989 年 1 月 モントリオール議定書発効 

  モントリオール議定書、日本について発効  

 5 月 ウィーン条約第１回締約国会議及びモントリオール議定書第 1回締約国会合開催（ヘルシンキ） 

1990 年 6 月 モントリオール議定書第２回締約国会合開催（ロンドン） 

  
特定フロンの 2000 年全廃、1,1,1－トリクロロエタンの規制物質への追加等を内容とする議

定書の改正等を合意 

1991 年 3 月 オゾン層保護法の一部改正 

 6 月 ウィーン条約第 2回締約国会議及びモントリオール議定書第３回締約国会合開催（ナイロビ） 

 9 月 日本、改正モントリオール議定書（1990 年改正）を受諾 

1992 年 8 月 改正モントリオール議定書（1990 年改正）、日本について発効 

  改正オゾン層保護法（1991 年改正）施行 

 11 月 モントリオール議定書第 4回締約国会合開催（コペンハーゲン） 

  
CFC の 1996 年全廃、HCFC、臭化メチルの規制物質への追加等を内容とする議定書の改正

等を合意 

1993 年 11 月 ウィーン条約第 3回締約国会議及びモントリオール議定書第５回締約国会合開催（バンコク） 

1994 年 6 月 オゾン層保護法の一部改正 

 9 月 改正オゾン層保護法（1994 年改正）施行 

 10 月 モントリオール議定書第６回締約国会合開催（ナイロビ） 

 12 月 日本、改正モントリオール議定書（1992 年改正）を受諾 

1995 年 3 月 改正モントリオール議定書（1992 年改正）、日本について発効 

 6 月 CFC 等の回収・再利用・破壊の促進方策を取りまとめ（オゾン層保護対策推進会議） 

 12 月 モントリオール議定書第７回締約国会合開催（ウィーン） 

  
HCFC の 2020 年以降の消費を既設機器の整備用に限定、臭化メチルの 2010 年全廃、途上国

に対する規制スケジュールの設定を内容とする議定書の調整等を合意 

1996 年 5 月 「CFC破壊処理ガイドライン」を公表（環境庁） 

 11 月 
ウィーン条約第４回締約国会議及びモントリオール議定書第 8回締約国会合開催（コスタリカ・

サンホセ） 
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1997 年 9 月 モントリオール議定書第 9回締約国会合開催（モントリオール） 

臭化メチルの削減計画の前倒し、臭化メチルの非締約国との貿易の禁止、不法取引防止のた

めのライセンシングシステムの導入などを合意 

  CFC 等の回収・再利用・破壊の促進方策をとりまとめ（オゾン層保護対策推進会議） 

1998 年 6 月 
「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律第 3 条第 1 項の規定に基づく同項第 1

号から第 3号に掲げる事項」（告示）の一部改正 

  「特定家庭用機器再商品化法」（家電リサイクル法）制定（家電製品からの冷媒フロン回収） 

 11 月 モントリオール議定書第 10回締約国会合開催（カイロ） 

1999 年 3 月 「CFC破壊処理ガイドライン」を改訂（環境庁） 

 12 月 ウィーン条約第 5回締約国会議及びモントリオール議定書第 11回締約国会合開催（北京） 

 HCFC の生産量規制導入などを合意 

  「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律施行令」（政令）の一部改正 

2000 年 7 月 

 

「フロン回収の手引き」を公表（環境庁） 

「国家ハロンマネジメント戦略」を UNEP に提出（環境庁他） 

 12 月 モントリオール議定書第 12回締約国会合開催（ブルキナファソ・ワガドゥグ） 

2001 年 3 月 家電リサイクル法施行 

 6 月 
「特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律」（フロン回収・破壊法）

制定 

 7 月 「国家 CFC管理戦略」を UNEP に提出（環境省他） 

11 月 モントリオール議定書第 13回締約国会合開催（コロンボ） 

2002 年 4 月 フロン回収・破壊法（業務用冷凍空調機器からのフロン回収破壊）施行 

 7 月 日本、改正モントリオール議定書（1997 年／1999 年改正）を受諾 

  
「使用済自動車の再資源化等に関する法律」（自動車リサイクル法）制定、フロン回収・破壊法

の一部改正 

 9 月 「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律施行令」（政令）の一部改正 

 10 月 フロン回収・破壊法（カーエアコンからのフロン回収破壊）施行 

 11 月 ウィーン条約第 6回締約国会議及びモントリオール議定書第 14回締約国会合開催（ローマ） 

2003 年 1 月 「特定家庭用機器再商品化法施行令」（政令）の一部改正（家電製品からの断熱材フロン回収） 

 11 月 モントリオール議定書第 15回締約国会合開催（ナイロビ） 

2004 年 3 月 モントリオール議定書第 1回特別締約国会合開催（モントリオール） 

 11 月 モントリオール議定書第 16回締約国会合開催（プラハ） 

 12 月 「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律施行令」（政令）の一部改正 

2005 年 1 月 自動車リサイクル法全面施行（自動車リサイクルシステムの本格稼動） 

 7 月 モントリオール議定書第 2回特別締約国会合（モントリオール） 

 12 月 ウィーン条約第 7回締約国会議及びモントリオール議定書第 17回締約国会合開催（ダカール） 

2006 年 1 月 「臭化メチルの不可欠用途全廃のための国家管理戦略」を UNEP に提出（環境省・農林水産省） 

 5 月 「ハロン破壊処理ガイドライン」を公表（環境省） 

 6 月 フロン回収・破壊法の一部改正（業務用冷凍空調機器からのフロン回収強化） 
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2006 年 10 月 モントリオール議定書第 18回締約国会合開催（デリー） 

2007 年 6 月 「モントリオール議定書が直面する主要な将来課題に関する対話」会合（ナイロビ） 

9 月 モントリオール議定書第 19回締約国会合開催（モントリオール） 

HCFC の規制スケジュールの前倒しを合意 

10 月 改正フロン回収・破壊法施行（業務用冷凍空調機器からのフロン回収強化） 

12 月 「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律施行令」（政令）の一部改正 

2008 年 4 月 「臭化メチルの不可欠用途全廃のための国家管理戦略」改訂版を UNEP に提出（農林水産省） 

5 月 
「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律第 3 条第 1 項の規定に基づく同項第 1
号から第 3号に掲げる事項」（告示）の一部改正 

11 月 ウィーン条約第 8回締約国会議及びモントリオール議定書第 20回締約国会合開催（ドーハ） 

2009 年 11 月 モントリオール議定書第 21回締約国会合開催（エジプト・ポートガーリブ） 

2010 年 11 月 モントリオール議定書第 22回締約国会合開催（バンコク） 

2011 年 11 月 
ウィーン条約第 9回締約国会議及びモントリオール議定書第 23回締約国会合開催（インドネシ

ア・バリ） 

12 月 「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律施行令」（政令）の一部改正 

2012 年 11 月 モントリオール議定書第 24回締約国会合開催（スイス・ジュネーブ） 

2013 年 6 月 
フロン回収・破壊法の一部改正（「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律」に

名称を変更。フロン類の製造から使用、再生・破壊に至るまでのライフサイクル全体にわたる

排出抑制対策の強化） 
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１－３．国際的なオゾン層保護対策１－３．国際的なオゾン層保護対策１－３．国際的なオゾン層保護対策１－３．国際的なオゾン層保護対策 

（1）オゾン層保護のためのウィーン条約 

 オゾン層保護のためのウィーン条約は、オゾン層保護のための国際的な枠組を定めた条

約であり、1985年に採択された。我が国は 1988年 9月 30日に加入。2013年 8月現在で

締約国数は 196カ国及び EUである。 

 本条約においては、締約国が、 

・ オゾン層の変化により生ずる悪影響から人の健康及び環境を保護するために適当な

措置をとること（第 2条第 1項） 

・ 研究及び組織的観測等に協力すること（第 3条） 

・ 法律、科学、技術等に関する情報を交換すること（第 4条） 

等について規定している。 

 

（2）オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書 

 オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書は、ウィーン条約に基づきオゾ

ン層破壊物質の削減スケジュール等の具体的な規制措置等を定めた議定書であり、1987

年に採択された。モントリオール議定書の採択後、オゾン層の破壊が予想以上に進んでい

ることが判明したこと等から、以後、1990年（ロンドン改正）、1992年（コペンハーゲン

改正）、1995 年（ウィーン調整）、1997 年（モントリオール改正）、1999 年（北京改正）

及び 2007年（モントリオール調整）の 6回にわたって改正・調整された。2013年 8月現

在で締約国数は 196カ国及び EUである。 

 本議定書においては、 

・ 各オゾン層破壊物質の生産量・消費量の削減スケジュールの設定（第 2条の A~H） 

・ 非締約国との貿易の規制（規制物質の輸出入の禁止又は制限等）（第 4条） 

・ 最新の科学、環境、技術及び経済に関する情報に基づく規制措置の評価及び再検討

（第 6条） 

等について規定している。 

 各オゾン層破壊物質の生産量・消費量の削減スケジュールを図 4-1に示す。 
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図図図図 4-1    モントリオールモントリオールモントリオールモントリオール議議議議定定定定書書書書に基に基に基に基づく段階的削減づく段階的削減づく段階的削減づく段階的削減ススススケケケケジュージュージュージュールルルル 

各物質のグループ毎に、生産量及び消費量（＝生産量＋輸入量－輸出量）が削減される。 

※1) 検疫及び出荷前処理用として使用される臭化メチルは、規制対象外となっている。 

※2) 基準量は、1995年から 1997年までの生産量・消費量の平均値又は生産量・消費量が一人当たり 0.3キログラム

となる値のいずれか低い値。 

※3) 基準量は、1998年から 2000年までの生産量・消費量の平均値又は生産量・消費量が一人当たり 0.2キログラム

となる値のいずれか低い値。 

※4) 消費量の基準量は、HCFCの 1989年消費量＋CFCの 1989年消費量×2.8％。生産量の基準量は、HCFCの 1989

年生産量と消費量の平均値＋CFCの 1989年生産量と消費量の平均値×2.8％。 

※5) 基準量は、2009年と 2010年の生産量・消費量の平均値。 

※6) ただし、2030年までの間、冷凍空調機器の補充用冷媒に限り、生産量・消費量の基準量の 0.5％を上限に生産・

消費することができる。 

※7) ただし、2040年までの間、冷凍空調機器の補充用冷媒に限り、平均として生産量・消費量の基準量の 2.5％を上

限に生産・消費することができる。 

※8) 基準量は、1995年から 1998年までの生産量・消費量の平均値。 

**途上国の基礎的な需要を満たすための追加生産が認められているほか、生産が全廃になった物質でも試験研究・分析

や必要不可欠な用途についての生産等は規制対象外となっている。 
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（3）世界におけるオゾン層破壊物質の生産量・消費量の削減実績 

 

 

図図図図 4-2    モントリオールモントリオールモントリオールモントリオール議議議議定定定定書書書書に基に基に基に基づくづくづくづくオゾン層破壊物質のオゾン層破壊物質のオゾン層破壊物質のオゾン層破壊物質の生産生産生産生産量の推移（量の推移（量の推移（量の推移（1989～～～～2011年）年）年）年） 

ただし、基準年以前の空白データは基準年で一定として補完（HCFC を除く）し、基準年と規制開始の

間の空白データは一定の割合で変化するものとして補完（先進国の HCFC については 1990 年・1991 年

のデータを補完）。単位は ODP トン。（出典）UNEP オゾン事務局ウェブサイトより 

 

 

図図図図 4-3    主要なフロンの年別主要なフロンの年別主要なフロンの年別主要なフロンの年別生産生産生産生産量の推移（量の推移（量の推移（量の推移（1980～～～～2007年）年）年）年） 

集計は AFEAS に登録のあったデータのみ。単位は重量トン。 
（出典）The Alternative Fluorocarbons Environmental Acceptability Study（AFEAS）ウェブサイト

より 
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図図図図 4-4    モントリオールモントリオールモントリオールモントリオール議議議議定定定定書書書書に基に基に基に基づくづくづくづくオゾン層破壊物質の消オゾン層破壊物質の消オゾン層破壊物質の消オゾン層破壊物質の消費費費費量の推移（量の推移（量の推移（量の推移（1989～～～～2011年）年）年）年） 

ただし、基準年以前の空白データは基準年で一定として補完（HCFC を除く）し、基準年と規制開始の

間の空白データは一定の割合で変化するものとして補完（先進国の HCFC については 1990 年・1991 年

のデータを補完）。単位は ODP トン。（出典）UNEP オゾン事務局ウェブサイトより 

 

 
図図図図 4-5    モントリオールモントリオールモントリオールモントリオール議議議議定定定定書書書書に基に基に基に基づくづくづくづく CFC（（（（附属書附属書附属書附属書 Aグルーグルーグルーグループプププ I）の）の）の）の 

消消消消費費費費量の推移（量の推移（量の推移（量の推移（1989～～～～2011年）年）年）年） 

ただし、基準年以前の空白データは基準年で一定として補完し、基準年と規制開始の間の空白データは一

定の割合で変化するものとして補完。単位は ODP トン。（出典）UNEP オゾン事務局ウェブサイトより 
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図図図図 4-6    モントリオールモントリオールモントリオールモントリオール議議議議定定定定書書書書に基に基に基に基づくづくづくづく HCFCの消の消の消の消費費費費量の推移（量の推移（量の推移（量の推移（1989～～～～2011年）年）年）年） 

ただし、先進国における 1990 年・1991 年のデータは一定の割合で変化するものとして補完。単位は ODP
トン。（出典）UNEP オゾン事務局ウェブサイトより 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図図図図 4-7    冷媒冷媒冷媒冷媒フロン類のストック量及びフロン類のストック量及びフロン類のストック量及びフロン類のストック量及び排出排出排出排出量量量量/年（年（年（年（2002年・年・年・年・2015年（推年（推年（推年（推計計計計）））））））） 

単位は CO2換算トン。（出典）IPCC/TEAP特別報告より 
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１－４．我が国におけるオゾン層保護対策１－４．我が国におけるオゾン層保護対策１－４．我が国におけるオゾン層保護対策１－４．我が国におけるオゾン層保護対策 

（1）オゾン層破壊物質の生産・消費の規制 

我が国では、オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書の締結にあたり、

昭和 63 年に「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律（オゾン層保護法）」

を制定し、平成元年 7月からオゾン層破壊物質の生産・輸出入の規制を開始し、モントリ

オール議定書の義務を着実に履行している。生産量・消費量の削減実績については次ペー

ジ参照のこと。 

 

我が国における特定物質（オゾン層破壊物質）の生産量・消費量に関する基準限度我が国における特定物質（オゾン層破壊物質）の生産量・消費量に関する基準限度我が国における特定物質（オゾン層破壊物質）の生産量・消費量に関する基準限度我が国における特定物質（オゾン層破壊物質）の生産量・消費量に関する基準限度 

・CFC（議定書附属書 Aグループ I） 

期間 生産量 消費量 

1993年 1月 1日～ 119,998 118,134 

1994年 1月 1日～ 30,000 29,534 

1996年 1月 1日～ 0 0 

 

・ハロン 

期間 生産量 消費量 

1993年 1月 1日～ 28,419 16,958 

1994年 1月 1日～ 0 0 

 

・その他の CFC（議定書附属書 Bグループ I） 

期間 生産量 消費量 

1993年 1月 1日～ 1,874 1,865 

1994年 1月 1日～ 586 583 

1996年 1月 1日～ 0 0 

 

・四塩化炭素 

期間 生産量 消費量 

1995年 1月 1日～ 2,940 11,232 

1996年 1月 1日～ 0 0 

 

・1,1,1-トリクロロエタン 

期間 生産量 消費量 

1993年 1月 1日～ 15,637 17,279 

1994年 1月 1日～ 7,819 8,640 

1996年 1月 1日～ 0 0 
 

・HCFC 

期間 生産量 消費量 

1996年 1月 1日～ - 5,562 

2004年 1月 1日～ 5,654 3,615 

2010年 1月 1日～ 1,413 1,390 

2015年 1月 1日～ 565 556 

2020年 1月 1日～（注） 28 27 

2030年 1月 1日～ 0 0 
(注)2020年 1月 1日に存在する冷凍空気調和機器への補

充用に限る。 

 

・臭化メチル 

期間 生産量 消費量 

1995年 1月 1日～ 3,376 3,664 

1999年 1月 1日～ 2,532 2,748 

2001年 1月 1日～ 1,688 1,832 

2003年 1月 1日～ 1,012 1,099 

2005年 1月 1日～ 0 0 
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①①①①日本における特定物質の生日本における特定物質の生日本における特定物質の生日本における特定物質の生産産産産量・消量・消量・消量・消費費費費量の推移量の推移量の推移量の推移 

表表表表 4-1    特定物質の特定物質の特定物質の特定物質の生産生産生産生産量・消量・消量・消量・消費費費費量（量（量（量（議議議議定定定定書附属書書附属書書附属書書附属書 A）））） 

（単位：ODP トン*） 

年次(1) 
特定フロン ハロン 

生産量 消費量** 生産量 消費量 

基準年基準年基準年基準年    
（（（（1986198619861986 年）年）年）年）    

119,998119,998119,998119,998    118,134118,134118,134118,134    28,41928,41928,41928,419    16,95816,95816,95816,958    

1989 年 119,070 109,916 - - 

1990 年 101,288 89,056 - - 

1991 年 
109,531 97,989 

- - 

1992 年 20,140 14,786 

1993 年 51,212 47,435 9,288 7,527 

1994 年 28,392 26,455 0 0 

1995 年 24,267 23,062 0 0 

1996 年 786 -352 0 -2 

1997 年 166 -173 0 0 

1998 年 0 -312 0 0 

1999 年 0 -21 0 0 

2000 年 0 0 0 0 

2001 年 0 0 0 0 

2002 年 0 0 0 0 

2003 年 0 0 0 0 

2004 年 0 0 0 0 

2005 年 0 0 0 0 

2006 年 0 0 0 0 

2007 年 0 -5 0 0 

2008 年 0 -1 0 0 

2009 年 0 0 0 0 

2010 年 0 0 0 0 

2011 年 0 -5 0 0 

2012 年 0 -5 0 0 

（1）特定フロンの 1989年及び 1990年に関しては、各年の 7月から翌年 6月まで、1991年は 7月から 1992

年 12月までの 18ヶ月間の値。その他に関しては、各年の 1月から 12月までの値となっている。 

 

 
図図図図 4-8    特定物質の生産量・消費量（議定書附属書特定物質の生産量・消費量（議定書附属書特定物質の生産量・消費量（議定書附属書特定物質の生産量・消費量（議定書附属書 A）））） 

（出典）経済産業省発表資料より作成 
 

                                                  
* ODP トンは各生産量・消費量にオゾン破壊係数を乗じた数値。 
** 消費量＝生産量＋輪入量－輪出量 
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表表表表 4-2    特定物質の特定物質の特定物質の特定物質の生産生産生産生産量・消量・消量・消量・消費費費費量（量（量（量（議議議議定定定定書書書書附附附附属書属書属書属書 B）））） 

（単位：ODP トン） 

年次(1) 
その他の CFC 四塩化炭素 1,1,1-トリクロロエタン 

生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量 

基準年基準年基準年基準年    
（（（（1989198919891989 年）年）年）年）    

2,3422,3422,3422,342    2,3312,3312,3312,331    19,60219,60219,60219,602    74,87974,87974,87974,879    15,63715,63715,63715,637    17,27917,27917,27917,279    

1993 年 808 788 - - 7,146 7,546 

1994 年 136 136 - - 4,637 3,973 

1995 年 135 135 2463 255 5,248 4,088 

1996 年 0 0 539 -670 868 -48 

1997 年 0 0 0 -1 1,079 -55 

1998 年 0 0 0 -2 899 -52 

1999 年 0 0 0 -1 1,048 -38 

2000 年 0 0 0 -1 876 -34 

2001 年 0 0 0 -1 735 -326 

2002 年 0 0 0 -4 1250 -29 

2003 年 0 0 0 -2 569 -19 

2004 年 0 0 0 -1 565 -30 

2005 年 0 0 0 -1 400 0 

2006 年 0 0 0 0 348 0 

2007 年 0 0 0 0 418 0 

2008 年 0 0 0 0 246 0 

2009 年 0 0 0 0 194 0 

2010 年 0 0 0 0 0 0 

2011 年 0 0 0 0 0 0 

2012 年 0 0 0 0 0 0 

 （1）各年は 1月から 12月までの値となっている。 

 

 

 
図図図図 4-9    特定物質の特定物質の特定物質の特定物質の生産生産生産生産量・消量・消量・消量・消費費費費量（量（量（量（議議議議定定定定書附属書書附属書書附属書書附属書 B）））） 

（出典）経済産業省発表資料より作成 
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表表表表 4-3    特定物質の特定物質の特定物質の特定物質の生産生産生産生産量・消量・消量・消量・消費費費費量（量（量（量（議議議議定定定定書附属書書附属書書附属書書附属書 C、、、、E）））） 

 （単位：ODP トン） 

年次(1) 
HCFC HBFC ブロモクロロメタン 臭化メチル 

生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量 

基準値基準値基準値基準値    
    

5,6545,6545,6545,654    
（

（（

（2

22

2）

））

）    
5,5625,5625,5625,562    

（

（（

（3

33

3）

））

）    
    

            
3,3,3,3,376376376376    

（（（（1991199119911991 年）年）年）年）    
3,6643,6643,6643,664    

（（（（1991199119911991 年）年）年）年）    

1995 年 - - - - - - 3,689 4,180 

1996 年 - 4,141 0 0 - - 3,009 3,421 

1997 年 - 4,152 0 0 - - 2,905 3,318 

1998 年 3,966 3,633 0 0 - - 2,741 3,112 

1999 年 4,608 3,899 0 0 - - 2,420 2,746 

2000 年 3,928 3,531 0 0 - - 2,259 2,564 

2001 年 3,792 3,500 0 0 - - 1,613 1,744 

2002 年 3,195 2,907 0 0 0 0 1,571 1,702 

2003 年 3,145 2,810 0 0 0 0 883 969 

2004 年 1,921 1,473 0 0 0 0 897 1,019 

2005 年 1,344 1,118 0 0 0 0 346 357 

2006 年 872 747 0 0 0 0 287 293 

2007 年 728 770 0 0 0 0 282 288 

2008 年 777 787 0 0 0 0 223 236 

2009 年 494 518 0 0 0 0 161 167 

2010 年 400 453 0 0 0 0 138 149 

2011 年 397 470 0 0 0 0 128 135 

2012 年 297 342 0 0 0 0 83 94 
（1）各年は 1月から 12月までの値となっている。 

（2）HCFC の生産量の基準量＝HCFC の 1989 年生産量算定値と消費量算定値の平均＋CFC の 1989 年生産量算定値と消費量算定値

の平均×0.028 

（3）HCFC消費量の基準量＝HCFCの 1989年消費量算定値＋CFCの 1989年消費量算定値×0.028 

（4）臭化メチルの生産量等の算定値には、締約国が検疫及び出荷前の処理のために使用する量を含まない。 

  

 
図図図図 4-10    特定物質の特定物質の特定物質の特定物質の生産生産生産生産量・消量・消量・消量・消費費費費量（量（量（量（議議議議定定定定書附属書書附属書書附属書書附属書 C、、、、E）））） 

（出典）経済産業省発表資料より作成 
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（2）冷媒フロン類の回収・破壊 

既に生産され、製品中に含まれているフロン類及び代替フロンの大気中への排出を抑制

し、オゾン層保護及び地球温暖化防止に資するため、業務用冷凍空調機器については「特

定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律（フロン回収・破壊法）」、

家庭用冷凍冷蔵庫・エアコンについては「特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）」、

カーエアコンについては「使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）」

に基づき、使用済機器等から冷媒フロン類を回収し、適切に破壊することとしている。 

 

表表表表 4-4    冷媒冷媒冷媒冷媒フロン類フロン類フロン類フロン類を回収しを回収しを回収しを回収した機た機た機た機器器器器のののの台台台台数数数数 

 

注）カーエアコンについては、自動車リサイクル法及びフロン回収・破壊法による回収の合計。 

 

表表表表 4-5    冷媒冷媒冷媒冷媒フロン類のフロン類のフロン類のフロン類の回収回収回収回収量量量量    

 

 
注１）小数点未満を四捨五入したため、表中の数値の和は必ずしも合計欄の値に一致しない。 

注２）カーエアコンについては、自動車リサイクル法及びフロン回収・破壊法による回収量の合計。 

自動車リサイクル法に基づく回収量は次の計算式により算出した。 

「自動車製造業者等による取引量」＋「フロン類回収業者による再利用量」＋「フロン類回収業者に

よる当年度末保管量」－「フロン類回収業者による前年度末保管量」    

 

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

866 952 905 878 1,033 1,237 1,172 1,164 1,230

1,579 1,809 1,990 1,835 1,890 1,968 2,154 3,142 2,341

2,653 2,807 2,807 2,709 2,725 2,746 3,007 3,400 2,843

1,697 1,830 2,469 2,628 2,663 2,755 3,060 3,000 2,375

6,795 7,398 8,171 8,050 8,311 8,706 9,393 10,706 8,789

機　器

業務用冷凍空調機
器家庭用エアコン

家庭用冷蔵冷凍庫

カーエアコン

合　計

機　器
フロン類
の種類

平成15年

度

平成16年

度

平成17年

度

平成18年

度

平成19年

度

平成20年

度

平成21年

度

平成22年

度

平成23年

度

CFC 338 298 292 348 342 290 207 216 185

HCFC 1,458 1,665 1,823 1,987 2,404 2,814 2,661 2,862 2,850

HFC 94 140 183 206 422 669 733 817 922

計 1,889 2,102 2,298 2,541 3,168 3,773 3,601 3,895 3,958

HCFC 858 989 1,112 1,024 1,048 1,098 1,182 1,647 1,215

HFC 2 5 10 19 40 67 122 223 262

計 860 994 1,122 1,043 1,088 1,166 1,304 1,870 1,477

CFC 262 269 249 218 196 177 167 164 112

HCFC 5 7 10 11 12 12 15 17 13

HFC 20 35 52 68 91 111 139 176 160

計 287 311 311 298 299 299 320 357 285

CFC 415 381 354 258 192 141 109 65 37

HFC 223 321 457 546 617 731 865 846 668

計 638 701 811 803 809 873 974 911 705

CFC 1,015 947 894 824 730 608 483 445 334

HCFC 2,320 2,662 2,945 3,022 3,464 3,924 3,858 4,526 4,078

小計 3,335 3,609 3,839 3,845 4,194 4,532 4,341 4,972 4,412
京都議定書規制物質 HFC 339 500 701 840 1,170 1,578 1,859 2,054 2,012

合計 3,674 4,109 4,541 4,685 5,364 6,110 6,200 7,038 6,424

業務用冷凍空調機器

家庭用エアコン

家庭用冷蔵冷凍庫

カーエアコン

モントリオール議定書
規制物質

（千台） 

（t） 
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表表表表 4-6    冷媒冷媒冷媒冷媒フロン類の破壊量フロン類の破壊量フロン類の破壊量フロン類の破壊量 

 
注１）小数点未満を四捨五入したため、表中の数値の和は必ずしも合計欄の値に一致しない。 

 

これまで「京都議定書目標達成計画」において代替フロン等３ガスの排出抑制目標を定

め、産業界による行動計画の進捗状況のフォローアップ、HFCなどに代わる代替物質の開

発、断熱材発泡剤・スプレー（エアゾール製品）等のノンフロン化の促進などを進めてき

た。 

HFCを始めとする代替フロン等３ガスの排出量については、産業部門を中心に削減が進

んできたが、冷凍空調機器の冷媒用途を中心に増加傾向にある。また、廃棄時冷媒回収率

は依然３割程度で推移している。加えて、冷凍空調機器の使用中に、これまでの想定を大

きく上回る規模で冷媒フロン類が漏えいしていることが判明した。 

このため、フロン類のライフサイクル全般にわたる抜本的な対策を推進するため、平成

25年通常国会においてフロン回収・破壊法が改正された。これにより、法律名を「フロン

類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律」に改め、現行法に基づく業務用冷凍空

調機器の廃棄時や整備時におけるフロン類の回収及び破壊の徹底に加え、新たに、フロン

類又はフロン類使用製品の製造段階における規制、業務用冷凍空調機器の使用段階におけ

るフロン類の漏えい防止対策等を講じることとなっており、２年以内に施行されることと

なっている。 

詳細については、これから検討されることとなるが、今後、ガスメーカー、機器・製品

メーカー、機器ユーザー、その他の関係者（回収業者、破壊業者、施工・メンテナンス業

者）等において、それぞれの立場で対応することが求められる。 

 

（3）冷媒フロン類以外のストック対策 

①断熱材①断熱材①断熱材①断熱材中中中中フフフフロン類のロン類のロン類のロン類の回回回回収・破壊に向けた収・破壊に向けた収・破壊に向けた収・破壊に向けた取取取取組組組組 

・ 家庭用冷凍冷蔵庫に使用される断熱材中のフロン類については、家電リサイクル法

に基づき、回収・破壊等がなされている。 

・ 建材用断熱材中のフロン類については、環境省において平成 12年以降回収・破壊の

機　器
フロン類

の種類
平成15年

度

平成16年

度

平成17年

度

平成18年

度

平成19年

度

平成20年

度

平成21年

度

平成22年

度

平成23年

度

CFC 627 954 557 590 479 376 271 271 226

HCFC 1,467 1,604 1,625 1,821 2,095 2,439 2,164 2,284 2,362

HFC 335 418 609 772 1,036 1,346 1,505 1,596 1,528

計 2,429 2,976 2,790 3,183 3,611 4,161 3,941 4,152 4,116

HCFC 849 966 1,107 1,028 1,043 1,103 1,173 1,642 1,213

HFC 2 5 10 18 40 66 119 220 262

計 851 971 11,117 1,046 1,083 1,169 1,293 1,863 1,475

CFC 257 267 249 219 197 179 165 165 112

HCFC 4 7 10 12 12 12 14 17 13

HFC 19 34 51 67 90 111 136 174 160

計 280 309 310 298 299 301 315 356 285

CFC 884 1,221 806 809 676 555 438 436 338

HCFC 2,320 2,577 2,742 2,861 3,150 3,554 3,358 3,943 3,588

小計 3,204 3,798 3,548 3,670 3,826 4,109 3,796 4,379 3,926
京都議定書規制物質 HFC 356 457 670 857 1,166 1,523 1,760 1,990 1,950

合計 3,560 4,255 4,218 4,527 4,992 5,632 5,556 6,369 5,876

業務用冷凍空調機器
カーエアコン

家庭用エアコン

家庭用冷蔵冷凍庫

モントリオール議定書
規制物質

（t） 
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ための技術的事項を調査し、平成 19年に「建材用断熱材フロンの処理技術」をとり

まとめた。 

 

②②②②消火消火消火消火剤剤剤剤ハロン類のハロン類のハロン類のハロン類の回回回回収・再収・再収・再収・再利利利利用用用用・破壊に向けた・破壊に向けた・破壊に向けた・破壊に向けた取取取取組組組組 

 ・ 建築物や危険物施設、船舶、航空機等に設置される消火設備・機器等の消火剤とし 

て使用されているハロンについては、国家ハロンマネジメント戦略（2000年）に基

づき、特定非営利活動法人「消防環境ネットワーク」を中心として、データベース

の管理、不可欠用途（クリティカルユース）の十分な管理、回収・リサイクルの推

進等が行われている。 

・ 今後、1980年代から 1990年代初頭に建設された数多くの建築物が解体時期を迎え

ることに伴って回収されるハロン量の増加が予想されることなどを踏まえ、環境省

では、不要・余剰となったハロンを適切に破壊処理するための技術的事項を調査し、

平成 18年 5月に「ハロン破壊処理ガイドライン」をとりまとめた。 

 

表表表表 4-7    ハロンのハロンのハロンのハロンの設置設置設置設置状況（状況（状況（状況（平成平成平成平成 24年年年年 12月月月月 31日日日日現在現在現在現在）））） 

ハロン種類 設備名 設置件数 ハロン量（kg） 

ハロン-1301 消火設備 30,125 15,313,931 

 消火装置 9,330 675,984 

 消火器 6,699 131,608 

 小計 46,154 16,121,523 

ハロン-2402 消火設備 340 169,287 

 消火装置 65 9,811 

 消火器 100 2,550 

 小計 505 181,648 

ハロン-1211 消火設備 33 13,858 

 消火装置 6 360 

 消火器 492 24,744 

 小計 531 38,962 

合計  47,190 16,342,133 
（出典）ハロン等抑制対策連絡会 ハロン等抑制対策に関する報告書（平成 24 年度）より 
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表表表表 4-8    消消消消防環境防環境防環境防環境ネットワークのネットワークのネットワークのネットワークの管理管理管理管理によるハロンによるハロンによるハロンによるハロン-1301のののの回収回収回収回収、、、、供給供給供給供給量量量量 

年度 供給量(t) 回収量(t) 

1994 100 27 

1995 117 56 

1996 126 59 

1997 111 46 

1998 73 94 

1999 57 78 

2000 65 97 

2001 66 104 

2002 63 80 

2003 52 112 

2004 100 118 

2005 123 133 

2006 173 110 

2007 208 145 

2008 156 146 

2009 89 99 

2010 58 161 

2011 46 159 

（出典）ハロン等抑制対策連絡会 ハロン等抑制対策に関する報告書（平成 24 年度）より 
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（4）化学物質排出把握管理促進法に基づく排出量の把握 

平成 13年度から PRTR（化学物質排出移動量届出制度）が始まり、オゾン層破壊物質

の排出量等について、事業者の届出による事業場からの排出量等と、国の推計による事業

場以外からの排出量が毎年公表されている。 

 

表表表表 4-9    平成平成平成平成 23年度のオゾン層破壊物質の年度のオゾン層破壊物質の年度のオゾン層破壊物質の年度のオゾン層破壊物質の PRTRによるによるによるによる排出排出排出排出量等量等量等量等 

   （単位：kg/年） 

 

*1 PRTR の対象となる事業所から１年間に環境中に排出された量として、事業者から国へ届け出られた量 

*2 PRTR の対象となる事業所以外から環境中へ排出される量として、国が推計した量 

*3 PRTR の対象となる事業所から１年間に廃棄物として事業所の外へ運び出された量 

届出外 排出量 届出

大気 公共用水域 排出量
＊

2 合計 移動量
＊

3

CFC-11 288 2,008 0 1,184,773 1,186,781 1186.8 563.7 4,770

CFC-12 161 5,315 0 904,153 909,468 909.5 991.3 74

CFC-113 284 1,900 0 0 1,900 1.5 1.2 0

CFC-114 163 0 0 0 0 0.0 0.0 0

CFC-115 126 0 0 87,644 87,644 52.6 64.6 0

CFC-13 107 - - - - - - -

CFC-112 263 - - - - - - -

合計 9,223 0 2,176,570 2,185,793 2150.4 1620.8 4844.0

ハロン1211 380 - - 0 0 - - -

ハロン1301 382 14,905 0 12,972 27,877 278.8 19.9 7,200

ハロン2402 211 0 0 416 416 2.5 0.1 3,100

合計 14,905 0 13,388 28,293 281.3 20.0 10,300

HCFC-21 177 280 1 - 281 0.0 - 0

HCFC-22 104 273,344 0 12,866,991 13,140,336 722.7 2378.4 55,803

HCFC-123 164 64,760 0 183,007 247,767 5.0 1.9 3,720

HCFC-124 105 1,330 0 - 1,330 0.0 0.1 0

HCFC-133 106 20,000 0 - 20,000 1.2 - 5,800

HCFC-141b 176 145,085 0 2,357,297 2,502,381 275.3 181.4 11,938

HCFC-142b 103 14,002 0 970,216 984,217 64.0 227.4 1,500

HCFC-225 185 490,559 0 691,936 1,182,494 82.8 42.4 37,779

合計 1,009,360 1 17,069,447 18,078,808 1150.9 2831.6 116,540

149 6,544 251 - 6,795 7.5 1.0 198,394

279 450 12,435 0 12,885 1.3 0.2 18

386 181,467 220 699,640 881,327 528.8 0.4 5,600

1,221,949 12,907 19,959,045 21,193,901 4,120 4,474 335,696

物質名 政令番号 届出排出量
＊

1 (参考)排出量

（ODPトン）

(参考)排出量

（万CO2ト

ン）
CFC

ハロン

HCFC

四塩化炭素

1,1,1-トリクロロエタン

臭化メチル

合計
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図図図図 4-11    PRTRに基に基に基に基づくづくづくづくオゾン層破壊物質のオゾン層破壊物質のオゾン層破壊物質のオゾン層破壊物質の排出排出排出排出量（量（量（量（ODP換換換換算、算、算、算、CO2換換換換算）算）算）算） 

 

（5）代替フロン等３ガスの対策 

 オゾン層破壊物質である CFC、HCFCの代替物質として使用されている HFCを含む代

替フロン等３ガス（HFC、PFC、SF6）は、強力な温室効果ガスであることから、京都議

定書の対象物質となっており、京都議定書目標達成計画に基づき、基準年（1995年）の水

準から基準年総排出量比で▲1.6％の水準（約 3,100万 t-CO2）にすることを目標としてい

る。 

 

表表表表 4-10    代代代代替替替替フロン等フロン等フロン等フロン等 3ガガガガスのスのスのスの排出排出排出排出量及び目量及び目量及び目量及び目標標標標ととととガガガガス別の目安ス別の目安ス別の目安ス別の目安    

代替フロン等

3ガス 
基準年

（1995年） 
2005年 2010年 

（目標） 

 百万 t-CO2 百万 t-CO2 基準年 
総排出量比 

百万 t-CO2 基準年 
総排出量比 

合計 51 18 -2.6% 31 -1.6% 

HFC 20 7 -1.0% 22 +0.1% 
PFC 14 6 -0.6% 5 -0.7% 
SF6 17 4 -1.0% 4 -1.0% 

（出典）京都議定書目標達成計画より 
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図図図図 4-12    代代代代替替替替フロン等フロン等フロン等フロン等 3ガガガガスのスのスのスの排出排出排出排出量の推移（量の推移（量の推移（量の推移（ガガガガス別）ス別）ス別）ス別）  

 

 

 

図図図図 4-13    代代代代替替替替フロン等フロン等フロン等フロン等 3ガガガガスのスのスのスの排出排出排出排出量の推移（量の推移（量の推移（量の推移（排出排出排出排出源別）源別）源別）源別）  
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（6）ノンフロン化の推進 

①①①①グリーングリーングリーングリーン購入購入購入購入法に基法に基法に基法に基づくノづくノづくノづくノンンンンフフフフロン化の推ロン化の推ロン化の推ロン化の推進進進進 

フロンを使わない製品（ノンフロン製品）の普及を促進するため、「国等による環境物品

等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」に基づき、国等の行政機関に対してノ

ンフロン製品の調達を義務付けている。 

 

表表表表 4-11    グリーングリーングリーングリーン購購購購入入入入法法法法（国等による（国等による（国等による（国等による環境環境環境環境物物物物品品品品等の等の等の等の調達調達調達調達の推の推の推の推進進進進等等等等に関するに関するに関するに関する法律法律法律法律）に基）に基）に基）に基づくづくづくづく 

環境環境環境環境物物物物品品品品等の等の等の等の調達調達調達調達の推の推の推の推進進進進に関する基本に関する基本に関する基本に関する基本方針方針方針方針(フロン関係フロン関係フロン関係フロン関係抜粋抜粋抜粋抜粋)（平成（平成（平成（平成 25年年年年 2月月月月現現現現在在在在）））） 

ダストブロワー  

【判断の基準】 
●次の要件を満たすこと。 

・オゾン層を破壊する物質使用されていないこと。 
・ハイドロフルオロカーボン（いわゆる代替フロン）が使用されていないこと、又は地球温暖化

係数が 140未満の物質が使用されていること。ただし、可燃性の高い物質が使用されている場

合にあっては、製品に、その取扱いについての適切な記載がなされていること。 

（備考） 

 ダストブロワーに係る判断の基準の「地球温暖化係数が 140未満の物質」は、二酸化炭素、炭

化水素及びハイドロフルオロオレフィン（HFO1234ze）等。 

電気冷蔵庫、 
電気冷凍庫、 
電気冷凍冷蔵庫 

 

【判断の基準】 
●冷媒及び断熱材発泡剤にオゾン層を破壊する物質が使用されていないこと。 
●冷媒及び断熱材発泡剤にハイドロフルオロカーボン（いわゆる代替フロン）が使用されていない

こと。 

 
【配慮事項】 
●冷媒及び断熱材発泡剤に可能な限り地球温暖化係数の小さい物質が使用されていること。 

エアコンディ 
ショナー 

 
【判断の基準】 
●冷媒にオゾン層を破壊する物質が使用されていないこと。 

ガスヒートポン 
プ式冷暖房機 

 
【判断の基準】 
●冷媒にオゾン層を破壊する物質が使用されていないこと。 

ヒートポンプ式 
電気給湯器 

 

【判断の基準】 
●冷媒にオゾン層を破壊する物質が使用されていないこと。 
●ハイドロフルオロカーボン（いわゆる代替フロン）が使用されていないこと。 

マットレス  

【判断の基準】 
●ウレタンフォームの発泡剤にオゾン層を破壊する物質が使用されていないこと、及びハイドロフ

ルオロカーボン（いわゆる代替フロン）が使用されていないこと。 

断熱材 

 

【判断の基準】 
●建築物の外壁等を通しての熱の損失を防止するものであって、次の要件を満たすものとする。 

・オゾン層を破壊する物質が使用されていないこと。 
・ハイドロフルオロカーボン（いわゆる代替フロン）が使用されていないこと。 

 

【配慮事項】 
●発泡プラスチック断熱材については、長期的に断熱性能を保持しつつ可能な限り地球温暖化係数

の小さい物質が使用されていること。 

氷蓄熱式 
空調機器 

 
【判断の基準】 
●冷媒にオゾン層を破壊する物質が使用されていないこと。 

ガスエンジン 
ヒートポンプ式 
空気調和機 

 
【判断の基準】 
●冷媒にオゾン層を破壊する物質が使用されていないこと。 

庁舎管理  

【配慮事項】 
●庁舎管理に空気調和設備のメンテナンスを含む場合にあっては、冷媒として用いられるフロン類

の漏洩の防止及び充填等作業に伴う大気放出の抑制に努めていること。 
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表表表表 4-11    グリーングリーングリーングリーン購購購購入入入入法法法法（国等による（国等による（国等による（国等による環境環境環境環境物物物物品品品品等の等の等の等の調達調達調達調達の推の推の推の推進進進進等に関する等に関する等に関する等に関する法律法律法律法律）に基）に基）に基）に基づくづくづくづく 

環境環境環境環境物物物物品品品品等の等の等の等の調達調達調達調達の推の推の推の推進進進進に関する基本に関する基本に関する基本に関する基本方針方針方針方針(フロン関係フロン関係フロン関係フロン関係抜粋抜粋抜粋抜粋)（平成（平成（平成（平成 25年年年年 2月月月月現在現在現在現在）（続き））（続き））（続き））（続き） 

飲料自動販売機 
設置 

 

【判断の基準】 
●冷媒に次の物質が使用されていないこと。 

・オゾン層を破壊する物質 
・ハイドロフルオロカーボン（いわゆる代替フロン） 

 （備考） 

  ハイドロフルオロカーボンについては、次のいずれかに該当する場合は、適用しないものとする。 
・紙容器飲料自動販売機又はカップ式飲料自動販売機 

・使用される冷媒に用いられている物質の地球温暖化係数が相当程度小さい場合（地球温暖化係数 140
未満。該当する冷媒は二酸化炭素、炭化水素及びハイドロフルオロオレフィン（HFO1234yf）等）） 

  本項における「地球温暖化係数」とは、温室効果ガスである物質ごとに地球の温暖化をもたらす程

度を二酸化炭素に係る当該程度に対する比で示した数値をいう。 

 

【判断の基準】 
●断熱材発泡剤にオゾン層を破壊する物質及びハイドロフルオロカーボン（いわゆる代替フロン）が使

用されていないこと。 

 

【配慮事項】 
●年間消費電力量及びエネルギー消費効率基準達成率並びに冷媒（種類、地球温暖化係数及び封入量）

が自動販売機本体の見やすい箇所に表示されるとともに、ウエブサイトにおいて公表されていること。 

※本表はフロン類関係を抜き出したものであり、それ以外の判断基準がある場合がある。詳しくは「環境

物品等の調達の推進に関する基本方針」を参照のこと。 

 

②省②省②省②省エネ自然エネ自然エネ自然エネ自然冷媒冷凍冷媒冷凍冷媒冷凍冷媒冷凍等等等等装置導入促進事業装置導入促進事業装置導入促進事業装置導入促進事業 

 アンモニアや二酸化炭素などの自然冷媒を使用した冷凍・冷蔵・空調装置は、導入費用

が高いこと等により普及が進みにくい状況にある。このため、環境省では、このような省

エネ自然冷媒冷凍等装置とフロン冷媒冷凍等装置の導入費用の差額の 1/3 の金額を導入事

業者に対して補助することにより、省エネ自然冷媒冷凍等装置の導入を促進している（平

成 20～24年度）。 

 

③③③③そのそのそのその他他他他ののののノノノノンンンンフフフフロン化ロン化ロン化ロン化普普普普及及及及促進促進促進促進のののの取取取取組組組組 

 環境省では、自然冷媒冷凍空調機器、ノンフロン家庭用冷凍冷蔵庫、ノンフロンダスト

ブロワー、ノンフロン断熱材（硬質ウレタンフォーム）の 4品目について、ノンフロン製

品の紹介冊子を作成し、その普及に取り組んでいる。 

 

（7）開発途上国への支援 

モントリオール議定書に基づく規制は、開発途上国については平成 11 年から開始され

たところであり、開発途上国の議定書の遵守状況が今後のオゾン層の回復に大きく影響す

ることから、開発途上国に対し、我が国の排出抑制、回収・破壊、オゾン層破壊物質から

の代替に関する技術・経験をいかした支援を行っていく必要がある。このため、開発途上

国の政府職員等に対するオゾン層保護政策に関する研修等が実施されている。 

また、環境省では、モントリオール議定書多数国間基金を活用した開発途上国における

二国間協力プロジェクトを実施するため、支援方策の提案やプロジェクトの形成などを行
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っている。特に、今後開発途上国において、オゾン層破壊物質を使用した機器の廃棄等に

伴うオゾン層破壊物質の排出増加が予想されることから、これらの処理方策について検討

を行うとともに、日本の回収・破壊に関する制度的・技術的知見、我が国のノンフロン技

術等をいかした協力に力を入れている。 

 

表表表表 4-12    我我我我が国のモントリオールが国のモントリオールが国のモントリオールが国のモントリオール議議議議定定定定書多書多書多書多数国間基数国間基数国間基数国間基金へ金へ金へ金へのののの拠出金拠出金拠出金拠出金 

期間 拠出金総額（含繰り越し） 我が国の拠出金 

第 1 期 1991-1993 年 24,000万ドル 3,300万ドル  

第 2 期 1994-1996 年 51,000万ドル  6,500万ドル 

第 3 期 1997-1999 年 54,000万ドル  8,500万ドル   

第 4 期 2000-2002 年 47,570万ドル 9,900万ドル 

第 5 期 2003-2005 年  57,300万ドル 10,400万ドル 

第 6 期 2006-2008 年  47,000万ドル 8,800万ドル 

第 7 期 2009-2011 年 49,000万ドル 8,073万ドル 

第 8 期 2012-2014 年 45,000万ドル 6,394万ドル 

 

表表表表 4-13    我我我我が国の途上国が国の途上国が国の途上国が国の途上国支援プ支援プ支援プ支援プロジロジロジロジェェェェクトのクトのクトのクトの例例例例（（（（環境省担当環境省担当環境省担当環境省担当）））） 

対象国 プロジェクト名 時期 支援額 支援内容 

スリランカ アジア太平洋地域におけるモントリ

オール議定書の遵守促進のための多

数国間基金による戦略的計画の実施 

2001～2002年 167,805ドル 
（多数国間基金） 

途上国自身が自立してモントリオール

議定書を遵守するため、自国のオゾン層

破壊物質消費状況の全体像を把握し、す

べてのオゾン層破壊物質を撤廃するた

めの計画である国家遵守戦略(National 
Compliance Strategy)を作成すること
を支援。 

イラン・モンゴル アジア太平洋地域におけるモントリ

オール議定書の遵守促進のための多

数国間基金による戦略的計画の実施

（第２フェーズ） 

2002～2003年 141,250ドル 
（多数国間基金） 

上記プロジェクトの継続事業として、イ

ラン及びモンゴルを対象に、関係国際機

関と協力し、調整会合の実施等を支援。 

スリランカ 国家遵守行動計画 
（National Compliance Action 
Plan） 

2005～2009年 751,902ドル 
（多数国間基金） 

2010年の CFC消費量全廃のための包
括的支援。CFCの回収・再利用、カー
エアコンの改修、貿易管理、技術者訓練

等。 

モンゴル 最終削減管理計画 
（Terminal Phase-out 
Management Plan） 

2005～2009年 269,957ドル 
（多数国間基金） 

2010年の CFC消費量全廃のための包
括的支援。CFCの回収・再利用、貿易
管理、技術者訓練等。 

インドネシア フロン破壊処理施設整備事業 2006年～ － セメントキルンを改修したフロン破壊
処理施設の設置、破壊実証試験等。 

アジア太平洋地域 不要オゾン層破壊物質破壊処理実証

事業準備 
2008～2009年 33,900ドル 

（多数国間基金） 
アジア太平洋地域での不要オゾン層破

壊物質破壊処理のロジスティック、破壊

処理施設の設置等のための多数国間基

金プロジェクトの準備。 

モンゴル XPS製造工場における HCFC消費
量削減事業準備 

2010年 60,000ドル 
（多数国間基金） 

モンゴル国内の２つの XPS製造工場に
おける HCFC転換のための多数国間基
金プロジェクトの準備。 

モンゴル HCFC削減管理計画（XPS製造工場
における HCFC消費量削減事業） 

2011年 130,000ドル 
（多数国間基金） 

モンゴルにおける HCFC削減管理計画
のうちモンゴル国内の 2つの XPS製造
工場における HCFC転換。 

中国 HCFC削減管理計画（冷蔵サービス
分野における HCFC削減） 

2011年 400,000ドル 
（多数国間基金） 

中国における HCFC削減管理計画のう
ち冷蔵サービス分野における HCFC削
減 
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オゾン層破壊物質である

炭素やメタン等と同様に、温室効果ガスという性質を持つ。モントリオール議定書による

オゾン層破壊物質の規制は、オゾン層保護だけではなく地球温暖化の防止にも貢献してき

た。図

モントリオール議定書により避けられた放出量を示した部分である。
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しない
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たものであり、二酸化炭素に比べて温暖化係数が高いことが分かる。
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オゾン層破壊物質の規制は、オゾン層保護だけではなく地球温暖化の防止にも貢献してき

た。図 4-17は地球温暖化係数で重み付けした放出量を示している。図中の網掛け部分は、

モントリオール議定書により避けられた放出量を示した部分である。

リオール議定書によって削減されたオゾン層破壊物質の放出量は、二酸化炭素の量に換算

すると、1年あたり約

の温室効果ガス排出量削減目標を定めた京都議定書の第一約束期間（

削減目標（二酸化炭素換算で

図図図図
a はオゾン層破壊物質を地球温暖化係数で重み付けして合計した世界の放出量であり、モントリオー

ル議定書の効果により減少に転じていることが分かる。実線

年から毎年 3％増加したと仮定した場合（実線

である。実線 d は二酸化炭素の放出量であり、

ら求められたものである。

酸化炭素放出シナリオの最大（

素放出量を表す。（出典）

））））ＨＦＣによる地球温暖化への影ＨＦＣによる地球温暖化への影ＨＦＣによる地球温暖化への影ＨＦＣによる地球温暖化への影

モントリオール議定書による

しない HFCが利用されている。しかし、

ており、京都議定書において削減対象となっている。図

たものであり、二酸化炭素に比べて温暖化係数が高いことが分かる。

モントリオール議定書による地球温暖化防止への貢献モントリオール議定書による地球温暖化防止への貢献モントリオール議定書による地球温暖化防止への貢献モントリオール議定書による地球温暖化防止への貢献

オゾン層破壊物質である

炭素やメタン等と同様に、温室効果ガスという性質を持つ。モントリオール議定書による

オゾン層破壊物質の規制は、オゾン層保護だけではなく地球温暖化の防止にも貢献してき

は地球温暖化係数で重み付けした放出量を示している。図中の網掛け部分は、

モントリオール議定書により避けられた放出量を示した部分である。

リオール議定書によって削減されたオゾン層破壊物質の放出量は、二酸化炭素の量に換算

年あたり約 100億トンに相当する割合で減少し

の温室効果ガス排出量削減目標を定めた京都議定書の第一約束期間（

削減目標（二酸化炭素換算で

図図図図 4-17    地球温地球温地球温地球温暖暖暖暖化係数で化係数で化係数で化係数で重み重み重み重み付け付け付け付けししししたたたた放出放出放出放出量（量（量（量（
はオゾン層破壊物質を地球温暖化係数で重み付けして合計した世界の放出量であり、モントリオー

ル議定書の効果により減少に転じていることが分かる。実線

％増加したと仮定した場合（実線

は二酸化炭素の放出量であり、

ら求められたものである。2007 年以降は、

酸化炭素放出シナリオの最大（A1B
素放出量を表す。（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion:

ＨＦＣによる地球温暖化への影ＨＦＣによる地球温暖化への影ＨＦＣによる地球温暖化への影ＨＦＣによる地球温暖化への影

モントリオール議定書による

が利用されている。しかし、

ており、京都議定書において削減対象となっている。図

たものであり、二酸化炭素に比べて温暖化係数が高いことが分かる。

モントリオール議定書による地球温暖化防止への貢献モントリオール議定書による地球温暖化防止への貢献モントリオール議定書による地球温暖化防止への貢献モントリオール議定書による地球温暖化防止への貢献

オゾン層破壊物質である CFC は、オゾン層の破壊に関係しているだけでなく、二酸化

炭素やメタン等と同様に、温室効果ガスという性質を持つ。モントリオール議定書による

オゾン層破壊物質の規制は、オゾン層保護だけではなく地球温暖化の防止にも貢献してき

は地球温暖化係数で重み付けした放出量を示している。図中の網掛け部分は、

モントリオール議定書により避けられた放出量を示した部分である。

リオール議定書によって削減されたオゾン層破壊物質の放出量は、二酸化炭素の量に換算

億トンに相当する割合で減少し

の温室効果ガス排出量削減目標を定めた京都議定書の第一約束期間（

削減目標（二酸化炭素換算で 1年あたり約

地球温地球温地球温地球温暖暖暖暖化係数で化係数で化係数で化係数で重み重み重み重み付け付け付け付けししししたたたた放出放出放出放出量（量（量（量（
はオゾン層破壊物質を地球温暖化係数で重み付けして合計した世界の放出量であり、モントリオー

ル議定書の効果により減少に転じていることが分かる。実線

％増加したと仮定した場合（実線

は二酸化炭素の放出量であり、

年以降は、IPCC
A1B）を表す。破線

Scientific Assessment of Ozone Depletion:

ＨＦＣによる地球温暖化への影ＨＦＣによる地球温暖化への影ＨＦＣによる地球温暖化への影ＨＦＣによる地球温暖化への影

モントリオール議定書による CFCや

が利用されている。しかし、

ており、京都議定書において削減対象となっている。図

たものであり、二酸化炭素に比べて温暖化係数が高いことが分かる。
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モントリオール議定書による地球温暖化防止への貢献モントリオール議定書による地球温暖化防止への貢献モントリオール議定書による地球温暖化防止への貢献モントリオール議定書による地球温暖化防止への貢献

は、オゾン層の破壊に関係しているだけでなく、二酸化

炭素やメタン等と同様に、温室効果ガスという性質を持つ。モントリオール議定書による

オゾン層破壊物質の規制は、オゾン層保護だけではなく地球温暖化の防止にも貢献してき

は地球温暖化係数で重み付けした放出量を示している。図中の網掛け部分は、

モントリオール議定書により避けられた放出量を示した部分である。

リオール議定書によって削減されたオゾン層破壊物質の放出量は、二酸化炭素の量に換算

億トンに相当する割合で減少し

の温室効果ガス排出量削減目標を定めた京都議定書の第一約束期間（

年あたり約 20億トン）の

地球温地球温地球温地球温暖暖暖暖化係数で化係数で化係数で化係数で重み重み重み重み付け付け付け付けししししたたたた放出放出放出放出量（量（量（量（
はオゾン層破壊物質を地球温暖化係数で重み付けして合計した世界の放出量であり、モントリオー

ル議定書の効果により減少に転じていることが分かる。実線

％増加したと仮定した場合（実線 b）と毎年 2％増加した

は二酸化炭素の放出量であり、2007 年までは世界の化石燃料使用量とセメント生産量か

IPCC の排出シナリオに関する特別報告書（

）を表す。破線 e は SRES
Scientific Assessment of Ozone Depletion:

ＨＦＣによる地球温暖化への影ＨＦＣによる地球温暖化への影ＨＦＣによる地球温暖化への影ＨＦＣによる地球温暖化への影響響響響    

や HCFC等の生産規制をうけ、オゾン層を全く破壊

が利用されている。しかし、HFCは強力な温室効果ガスであることが分かっ

ており、京都議定書において削減対象となっている。図

たものであり、二酸化炭素に比べて温暖化係数が高いことが分かる。

モントリオール議定書による地球温暖化防止への貢献モントリオール議定書による地球温暖化防止への貢献モントリオール議定書による地球温暖化防止への貢献モントリオール議定書による地球温暖化防止への貢献

は、オゾン層の破壊に関係しているだけでなく、二酸化

炭素やメタン等と同様に、温室効果ガスという性質を持つ。モントリオール議定書による

オゾン層破壊物質の規制は、オゾン層保護だけではなく地球温暖化の防止にも貢献してき

は地球温暖化係数で重み付けした放出量を示している。図中の網掛け部分は、

モントリオール議定書により避けられた放出量を示した部分である。

リオール議定書によって削減されたオゾン層破壊物質の放出量は、二酸化炭素の量に換算

億トンに相当する割合で減少したことになる。これは、先進国

の温室効果ガス排出量削減目標を定めた京都議定書の第一約束期間（

億トン）の 5～6

地球温地球温地球温地球温暖暖暖暖化係数で化係数で化係数で化係数で重み重み重み重み付け付け付け付けししししたたたた放出放出放出放出量（量（量（量（
はオゾン層破壊物質を地球温暖化係数で重み付けして合計した世界の放出量であり、モントリオー

ル議定書の効果により減少に転じていることが分かる。実線 b・破線 c は議定書による規制がなく、

％増加したと仮定した場合（破線

年までは世界の化石燃料使用量とセメント生産量か

の排出シナリオに関する特別報告書（

SRES シナリオのうち、最小（
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等の生産規制をうけ、オゾン層を全く破壊

は強力な温室効果ガスであることが分かっ

ており、京都議定書において削減対象となっている。図 4-18は

たものであり、二酸化炭素に比べて温暖化係数が高いことが分かる。
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は、オゾン層の破壊に関係しているだけでなく、二酸化

炭素やメタン等と同様に、温室効果ガスという性質を持つ。モントリオール議定書による

オゾン層破壊物質の規制は、オゾン層保護だけではなく地球温暖化の防止にも貢献してき

は地球温暖化係数で重み付けした放出量を示している。図中の網掛け部分は、

モントリオール議定書により避けられた放出量を示した部分である。2010

リオール議定書によって削減されたオゾン層破壊物質の放出量は、二酸化炭素の量に換算

たことになる。これは、先進国

の温室効果ガス排出量削減目標を定めた京都議定書の第一約束期間（2008

6倍に相当する。
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オゾン層破壊物質の規制は、オゾン層保護だけではなく地球温暖化の防止にも貢献してき
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の温暖化効果を示し

は、オゾン層の破壊に関係しているだけでなく、二酸化

炭素やメタン等と同様に、温室効果ガスという性質を持つ。モントリオール議定書による

オゾン層破壊物質の規制は、オゾン層保護だけではなく地球温暖化の防止にも貢献してき

は地球温暖化係数で重み付けした放出量を示している。図中の網掛け部分は、

年現在、モント

リオール議定書によって削減されたオゾン層破壊物質の放出量は、二酸化炭素の量に換算
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速すると予測されている（図

ば、地球温暖化係数を考慮した放出量は、

敵するようになり、温室効果に対する

通じたオゾン層への影響が考えられる。

地球温暖化係数で重み付けした

地球温暖

当の放出量を求めた。

（出典）

二酸化炭素を 1 とした場合の

出典）IPCC第 4

二酸化炭素に換算した

速すると予測されている（図

ば、地球温暖化係数を考慮した放出量は、

敵するようになり、温室効果に対する

通じたオゾン層への影響が考えられる。

図図図図
地球温暖化係数で重み付けした

地球温暖化係数（直接効果のみ、評価期間

当の放出量を求めた。

（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion:

とした場合の HFC
4次評価報告書（

二酸化炭素に換算した HFC

速すると予測されている（図

ば、地球温暖化係数を考慮した放出量は、

敵するようになり、温室効果に対する

通じたオゾン層への影響が考えられる。

図図図図 4-19    地球温地球温地球温地球温暖暖暖暖化係数で化係数で化係数で化係数で重み重み重み重み付け付け付け付けししししたたたた
地球温暖化係数で重み付けした HFC

化係数（直接効果のみ、評価期間

当の放出量を求めた。HFC の「多」「少」の表示は、それぞれ予測シナリオの中の上限・下限を示す。

Scientific Assessment of Ozone Depletion:

図図図図 4-18    HFC

HFC の地球温暖化係数を示したもの。

次評価報告書（2007）より作成

HFCの放出量は年あたり

速すると予測されている（図 4-19）。HFC

ば、地球温暖化係数を考慮した放出量は、

敵するようになり、温室効果に対する HFC

通じたオゾン層への影響が考えられる。

地球温地球温地球温地球温暖暖暖暖化係数で化係数で化係数で化係数で重み重み重み重み付け付け付け付けししししたたたた
HFC、HCFC

化係数（直接効果のみ、評価期間 100
の「多」「少」の表示は、それぞれ予測シナリオの中の上限・下限を示す。

Scientific Assessment of Ozone Depletion:

185 

HFCの地球温の地球温の地球温の地球温暖暖暖暖化係数化係数化係数化係数
の地球温暖化係数を示したもの。

より作成 

の放出量は年あたり

HFCの規制が行われないと仮定したシナリオによれ

ば、地球温暖化係数を考慮した放出量は、2050 年までに

HFC の寄与が高まることが予測され、気候変化を

通じたオゾン層への影響が考えられる。 

地球温地球温地球温地球温暖暖暖暖化係数で化係数で化係数で化係数で重み重み重み重み付け付け付け付けししししたたたた
HCFC 及び CFC の放出量を示す。各物質の放出量にそれぞれの

100 年で、二酸化炭素を

の「多」「少」の表示は、それぞれ予測シナリオの中の上限・下限を示す。

Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2010（

の地球温の地球温の地球温の地球温暖暖暖暖化係数化係数化係数化係数 

の地球温暖化係数を示したもの。 

の放出量は年あたり 8%の割合で増加しており、今後

の規制が行われないと仮定したシナリオによれ

年までに 1988

の寄与が高まることが予測され、気候変化を

地球温地球温地球温地球温暖暖暖暖化係数で化係数で化係数で化係数で重み重み重み重み付け付け付け付けししししたたたた HFCのののの放出放出放出放出量予測量予測量予測量予測
の放出量を示す。各物質の放出量にそれぞれの

年で、二酸化炭素を 1 とする）を乗じて、二酸化炭素相

の「多」「少」の表示は、それぞれ予測シナリオの中の上限・下限を示す。

（WMO, 2011）

 
 

の割合で増加しており、今後
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２．ＷＭＯ科学評価パネル報告書要旨（2010 年）* 

 

オゾン層破壊の科学アセスメント：オゾン層破壊の科学アセスメント：オゾン層破壊の科学アセスメント：オゾン層破壊の科学アセスメント：2010 

Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2010 

 

総括要旨総括要旨総括要旨総括要旨 

Executive Summary 

 

1. 概観 

 

 人類が放出してきた多くの化合物が成層圏オゾンを破壊していることが、1970年代から

認識されている。世界のオゾンを保護しそれにより地球に到達する紫外線の増加から生命

を保護するために、1987年にオゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書が採

択された。モントリオール議定書による規制の対象である塩素や臭素を含む化合物は、オ

ゾン層破壊物質として知られている。オゾン層破壊物質は、中緯度帯や極域で観測される

成層圏オゾンの破壊（例えば南極上空の「オゾンホール」）の原因である。南極域で成層圏

オゾンが大きく破壊されたことにより、地上に到達する紫外線が増加し、また、南半球の

高緯度帯の気候に影響が及んでいる。 

 

 モントリオール議定書とその改正・調整の成果として、過去 20 年間にわたってオゾン

層破壊物質の生産・消費が規制され、議定書作成当初から規制されてきた主要なオゾン層

破壊物質のほとんどは大気中の量が減少しつつある。ただし、主なオゾン層破壊物質の中

には放出されなくなっても大気中に長期間残留するものがあるため、オゾン層破壊は更に

数十年先まで続く見込みである。 

 

 オゾン層破壊物質の役割が減少しているのとは対照的に、気候変化が成層圏のオゾン量

に与える影響が今後数十年で増大すると考えられる。これらの変化は主に、人間活動に伴

って放出される二酸化炭素などの長寿命の温室効果ガスにより引き起こされる。今後科学

的に解明すべき重要な課題は、オゾンと気候との間の複雑な相互作用を理解し、それに基

づいて将来のオゾン量を予測することである。 

 

 ほとんどのオゾン層破壊物質は強力な温室効果ガスである。過去数十年間に濃度が増加

したことが、地球温暖化の一因となってきた。モントリオール議定書の下で取られた対策

                                                  
* 気象庁「オゾン層観測報告：2010」より引用、一部改変 
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によって、オゾン層破壊物質が増えていたら起こったであろう顕著な地球温暖化が抑制さ

れた。 

 

 成層圏オゾン変化が地上の気候変化に及ぼす影響と、気候変化が成層圏オゾンに及ぼす

影響に関して、新しく確度の高い知見が、現在までに得られている。その知見は、ここで

示した新しい「オゾン層破壊のアセスメント」の重要な部分である。 

 

２．成層圏オゾンと気候に影響を及ぼす物質の変化 

 

 ある物質が大気全体に含まれる量の変化は、大気中への放出量と大気中からの除去量と

の収支バランスで決まる。モントリオール議定書の下で規制されているオゾン層破壊物質

の濃度が減少したことは、放出量が世界的に削減されて除去量を下回った結果である。ほ

とんどのオゾン層破壊物質は強力な温室効果ガスである。主要なオゾン層破壊物質の段階

的廃止に伴い、代替物質である HCFC類と HFC類の需要が増えたが、これらもまた温室

効果ガスである。HCFC類は単位重量あたりのオゾン層破壊能力がCFC類よりも小さく、

HFC類は非オゾン層破壊物質である。 

 

（１）オゾン層破壊物質と代替物質：対流圏の濃度と放出量 

 

・ モントリオール議定書とその改正・調整の成果により、ほとんどの規制対象オゾン層モントリオール議定書とその改正・調整の成果により、ほとんどの規制対象オゾン層モントリオール議定書とその改正・調整の成果により、ほとんどの規制対象オゾン層モントリオール議定書とその改正・調整の成果により、ほとんどの規制対象オゾン層

破壊物質の放出量破壊物質の放出量破壊物質の放出量破壊物質の放出量（図（図（図（図 4-20）と下層大気（対流圏）での存在量のほか、それらを起源）と下層大気（対流圏）での存在量のほか、それらを起源）と下層大気（対流圏）での存在量のほか、それらを起源）と下層大気（対流圏）での存在量のほか、それらを起源

とする全塩素量と全臭素量も減少し続けている。とする全塩素量と全臭素量も減少し続けている。とする全塩素量と全臭素量も減少し続けている。とする全塩素量と全臭素量も減少し続けている。オゾン層破壊物質と塩化メチルから

放出された対流圏中の全塩素量は、ピーク時の 3.7ppbから 2008年までに 3.4ppbに

減少したが、減少率は想定の 3分の 2程度でしかなかった。これは、CFC類の減少が

想定より遅いのに加え、HCFC 類の濃度が想定より早く増加しているためである。

CFC類の減少が遅れたのは、冷蔵庫・エアコン・発泡材のような現在使用中の「貯蔵

物」から放出されたためと思われる。HCFC類の急速な増加は、特に東アジアの発展

著しい諸国における生産量の増加と同時に起きている。規制対象オゾン層破壊物質を

起源とする対流圏中の全臭素量の減少率は想定と近いが、これは臭化メチルの減少に

よってもたらされたものである。 

 

・ 過去数年間に全塩素量が減少した最大の原因は過去数年間に全塩素量が減少した最大の原因は過去数年間に全塩素量が減少した最大の原因は過去数年間に全塩素量が減少した最大の原因は CFC類の減少であり、これは類の減少であり、これは類の減少であり、これは類の減少であり、これは 21世紀世紀世紀世紀

中続く見込みである。中続く見込みである。中続く見込みである。中続く見込みである。観測によると CFC-12の対流圏中の濃度は、初めて減少に転じ

た。メチルクロロホルム（CH3CCl3）濃度の減少による全塩素量の減少は、過去のア

セスメントより小さく評価した。その寿命が短いため既に大半が大気中から除去され

ているためである。 
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・ 四塩化炭素（四塩化炭素（四塩化炭素（四塩化炭素（CCl4）の濃度）の濃度）の濃度）の濃度減少減少減少減少は、想定よりも遅かったは、想定よりも遅かったは、想定よりも遅かったは、想定よりも遅かった。。。。UNEPに報告されたデータ

から見積もった CCl4 の放出量は変動が非常に大きく、平均的には観測された濃度変

化傾向から推定した放出量よりも小さかった。この違いは、CCl4の大気中の残留時間

（寿命）に関する知見が不確実なことから生じているが、寿命の不確実性では CCl4

の放出量の変動を説明することはできない。年ごとに放出量の推定値の差が異なる原

因として、報告値そのものの誤差やデータ解析時に生じた誤差、知られていない放出

源などが考えられる。 

 

・ 熱帯の対流圏界面付近で行った観測によると、塩化メチレン（熱帯の対流圏界面付近で行った観測によると、塩化メチレン（熱帯の対流圏界面付近で行った観測によると、塩化メチレン（熱帯の対流圏界面付近で行った観測によると、塩化メチレン（CH2Cl2）、クロロホル）、クロロホル）、クロロホル）、クロロホル

ム（ム（ム（ム（CHCl3）、）、）、）、1,2 ジクロロエタン（ジクロロエタン（ジクロロエタン（ジクロロエタン（CH2ClCH2Cl）、パークロロエチレン（）、パークロロエチレン（）、パークロロエチレン（）、パークロロエチレン（C2Cl4））））

など、モントリオール議定書で現在規制されていない幾つかの非常に短い寿命の工業など、モントリオール議定書で現在規制されていない幾つかの非常に短い寿命の工業など、モントリオール議定書で現在規制されていない幾つかの非常に短い寿命の工業など、モントリオール議定書で現在規制されていない幾つかの非常に短い寿命の工業

的塩化物質が、成層圏に到達していることがわかった。的塩化物質が、成層圏に到達していることがわかった。的塩化物質が、成層圏に到達していることがわかった。的塩化物質が、成層圏に到達していることがわかった。しかしながら、これが成層圏

塩素量の増加をどの程度もたらすかは、よくわかっていない。 

 

・ ハロン類を起源とする臭素の量は、ハロン類を起源とする臭素の量は、ハロン類を起源とする臭素の量は、ハロン類を起源とする臭素の量は、2005～～～～2008 年の間に対流圏では増加しなくなっ年の間に対流圏では増加しなくなっ年の間に対流圏では増加しなくなっ年の間に対流圏では増加しなくなっ

た。た。た。た。予測されていたとおり、ハロン-1211 の濃度は 2005～2008 年の間に初めて減少

に転じた。一方、ハロン-1301 は前回のアセスメントで予測したよりも緩やかに増加

し続けている。 

 

・ 対流圏の臭化メチルの濃度は、工業生産量、消費量、放出量ともに削減されたことに対流圏の臭化メチルの濃度は、工業生産量、消費量、放出量ともに削減されたことに対流圏の臭化メチルの濃度は、工業生産量、消費量、放出量ともに削減されたことに対流圏の臭化メチルの濃度は、工業生産量、消費量、放出量ともに削減されたことに

より、より、より、より、2005～～～～2008 年の間予想どおり減り続けた。年の間予想どおり減り続けた。年の間予想どおり減り続けた。年の間予想どおり減り続けた。いまなお続いている臭化メチル消

費の約半分は、モントリオール議定書で規制されない用途（検疫と出荷前処理）のた

めのものである。 

 

・ HCFC類の中には、対流圏の濃度類の中には、対流圏の濃度類の中には、対流圏の濃度類の中には、対流圏の濃度及び及び及び及び放出量が放出量が放出量が放出量が 4年前よりも速く増加しているものが年前よりも速く増加しているものが年前よりも速く増加しているものが年前よりも速く増加しているものが

ある。ある。ある。ある。そのうち最も濃度の高い HCFC-22 の量は、2007～2008 年には 2003～2004

年より 50％速く増加した。また、HCFC-142b の濃度は、2003～2004 年の約 2倍の

速さで増加した。HCFC-141b の濃度は、2003～2004 年と同様の増加率で増えた。

HCFC類の放出量は、モントリオール議定書の下で既に合意されている規制の効果に

よって、今後 10年程度で減少し始めると予測される（図 4-20）。 

 

・ HFC 類は、主に類は、主に類は、主に類は、主に CFC 類と類と類と類と HCFC 類の代替物質として使われており、対流圏の濃度類の代替物質として使われており、対流圏の濃度類の代替物質として使われており、対流圏の濃度類の代替物質として使われており、対流圏の濃度

と放出量ともに増加し続けている。と放出量ともに増加し続けている。と放出量ともに増加し続けている。と放出量ともに増加し続けている。例えば、HFC 類の中で最も多く存在する

HFC-134a の濃度は、最近毎年約 10％ずつ増加している。HFC-125、HFC-143a、

HFC-32、HFC-152aなど他の HFC類の濃度も増加している。地域別に推計した研究

によれば、ヨーロッパ、アジア、北米から多量に放出されているようである。 
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（２）CFC 類、HCFC 類、HFC 類と気候変化 

 

・ モントリオール議定書とその改正・調整は、温室効果ガスの放出量を減少させる意味モントリオール議定書とその改正・調整は、温室効果ガスの放出量を減少させる意味モントリオール議定書とその改正・調整は、温室効果ガスの放出量を減少させる意味モントリオール議定書とその改正・調整は、温室効果ガスの放出量を減少させる意味

でも大いに貢献してでも大いに貢献してでも大いに貢献してでも大いに貢献してきた（図きた（図きた（図きた（図 4-20）。）。）。）。2010 年現在、モントリオール議定書の下のオ

ゾン層破壊物質の放出削減量は、1年あたり約 100億トンの二酸化炭素の放出抑制に

相当すると推定されている*。これは、京都議定書の第一約束期間（2008～2012 年）

における年間温室効果ガス削減量目標値の約 5倍である。 

 

・ オゾン層破壊物質の代替物質として現在使われているオゾン層破壊物質の代替物質として現在使われているオゾン層破壊物質の代替物質として現在使われているオゾン層破壊物質の代替物質として現在使われている HFC 類の放出量は、二酸化炭類の放出量は、二酸化炭類の放出量は、二酸化炭類の放出量は、二酸化炭

素換算で年あたり合計約素換算で年あたり合計約素換算で年あたり合計約素換算で年あたり合計約 4億トンであり、億トンであり、億トンであり、億トンであり、HCFC類は約類は約類は約類は約 7億トンである。億トンである。億トンである。億トンである。また、二酸

化炭素に換算した HFC 類の放出量は年あたり 8％の割合で増加しており、今後更に

加速すると予測されている。一方、HCFC 類については今後 10 年で減少し始めると

予測されている。 

 

・ HCFC-22 の副産物であるの副産物であるの副産物であるの副産物である HFC-23 の放出量は、の放出量は、の放出量は、の放出量は、2006～～～～2008 年の間に二酸化炭素換年の間に二酸化炭素換年の間に二酸化炭素換年の間に二酸化炭素換

算で年あたり約算で年あたり約算で年あたり約算で年あたり約 2億トンであった。億トンであった。億トンであった。億トンであった。HFC-23は、約 220年の寿命をもつ特に強力な温

室効果ガスである。京都議定書のクリーン開発メカニズムによるものを含め世界的に

削減対策が進められているにもかかわらず、過去 10年で放出量が増加している。 

 

（３）全塩素量及び全臭素量、並びにオゾン層破壊への影響 

 

・ 全塩素量は、対流圏、成層圏ともに全塩素量は、対流圏、成層圏ともに全塩素量は、対流圏、成層圏ともに全塩素量は、対流圏、成層圏ともに 1990年代にピークとなった後は減り続けている。年代にピークとなった後は減り続けている。年代にピークとなった後は減り続けている。年代にピークとなった後は減り続けている。

全臭素量は、対流圏で比較的最近ピークとなった後に減少しており、成層圏では既に全臭素量は、対流圏で比較的最近ピークとなった後に減少しており、成層圏では既に全臭素量は、対流圏で比較的最近ピークとなった後に減少しており、成層圏では既に全臭素量は、対流圏で比較的最近ピークとなった後に減少しており、成層圏では既に

増加は止まっている。増加は止まっている。増加は止まっている。増加は止まっている。 

 

・ 成層圏の塩素と臭素の合計量でみて、ピーク時と比べた減少量が最大なのは中緯度、成層圏の塩素と臭素の合計量でみて、ピーク時と比べた減少量が最大なのは中緯度、成層圏の塩素と臭素の合計量でみて、ピーク時と比べた減少量が最大なのは中緯度、成層圏の塩素と臭素の合計量でみて、ピーク時と比べた減少量が最大なのは中緯度、

最小なのは南極域であった。最小なのは南極域であった。最小なのは南極域であった。最小なのは南極域であった。ただし成層圏での減少は、対流圏ほど明瞭ではない。成

層圏での減少に地域差があるのは主に、空気が対流圏からその領域まで移動するのに

要する時間が異なるからである。南極域でピーク時からの減少量が最小だったのは、

第一に移動時間が最大であることによる。 

 

                                                  
* ここでいう二酸化炭素換算の放出量は、対象とする物質の放出量に 100 年間の地球温暖化係数を乗じた

ものと定義する。 
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図図図図 4-20 オゾン層破壊物質と代オゾン層破壊物質と代オゾン層破壊物質と代オゾン層破壊物質と代替替替替物質の物質の物質の物質の放出放出放出放出量量量量

化炭素放出量は、世界の

的に広がっている部分は、

の第一約束期間の中間年である

、1990年から 2010

オゾン層破壊物質と代オゾン層破壊物質と代オゾン層破壊物質と代オゾン層破壊物質と代替替替替物質の物質の物質の物質の放出放出放出放出量量量量

世界の化石燃料

的に広がっている部分は、SRES シナリオのうち最大（
の第一約束期間の中間年である 2010

2010年に予測される

オゾン層破壊物質と代オゾン層破壊物質と代オゾン層破壊物質と代オゾン層破壊物質と代替替替替物質の物質の物質の物質の放出放出放出放出量量量量

化石燃料使用量とセメント

シナリオのうち最大（

2010 年を示す。京都議定書の第一約束期間の削減目標の大きさも示し
年に予測される世界の温室効果ガス放出増加量
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オゾン層破壊物質と代オゾン層破壊物質と代オゾン層破壊物質と代オゾン層破壊物質と代替替替替物質の物質の物質の物質の放出放出放出放出量量量量

とセメント生産量から求めた

シナリオのうち最大（A1B）と最小（
年を示す。京都議定書の第一約束期間の削減目標の大きさも示し

温室効果ガス放出増加量

オゾン層破壊物質と代オゾン層破壊物質と代オゾン層破壊物質と代オゾン層破壊物質と代替替替替物質の物質の物質の物質の放出放出放出放出量量量量 

求めた。2007
）と最小（B2）のものを表す。縦の破線は、京都議定書

年を示す。京都議定書の第一約束期間の削減目標の大きさも示し

温室効果ガス放出増加量と締約

 

オゾン層破壊物質

ハロン類、HCF
その代替物質でオゾン層を破壊

しないもの（HF
から 2050年の世界合計放出量。
放出量は、先進国分と開発途上

国分を合わせた量である。

凡例に示したとおりに

ープ分けした。

の表示は、それぞれ基本シナリオ

の中の上下限を示す。

した部分は、モントリオール議定

書がなく全オゾン層破壊物質

生産量が毎年

仮定した場合の放出量を表して

いる。 
 
上段：質量で重み付けして合計し

た世界の放出量（

表す）。破線は、モントリオール議

定書の 2007
HCFC 類の段階的廃止の
が実施されないと

HCFC類の放出量を示す。
 
中段：オゾン層破壊係数で重み

付けして合計した世界の放出量

（CFC-11換算の
表す）。各物質

れのオゾン層破壊係数（

を 1 とする）を乗じ
当の放出量を求めた

はモントリオール議定書が採択さ

れた 1987年を示す。
 
下段：地球温暖化係数で重み付

けして合計した世界の放出量（

酸化炭素換算の

す）。各物質の放出量にそれぞれ

の地球温暖化係数（直接効果の

み、評価期間

炭素を 1とする）を乗じ
炭素相当の放出量

照のため、IPCC
に関する特別報告書（

よる二酸化炭素

を示した。1950
2007 年以降に二酸化炭素
）のものを表す。縦の破線は、京都議定書

年を示す。京都議定書の第一約束期間の削減目標の大きさも示し

と締約国の削減目標に基づいている。

オゾン層破壊物質（CFC
HCFC 類、その他

その代替物質でオゾン層を破壊

HFC 類）の 1950
年の世界合計放出量。

放出量は、先進国分と開発途上

国分を合わせた量である。各図の

凡例に示したとおりに物質を

。HFC類の「多
の表示は、それぞれ基本シナリオ

の中の上下限を示す。ハッチがけ

した部分は、モントリオール議定

オゾン層破壊物質

生産量が毎年 2～3％増加する
仮定した場合の放出量を表して

質量で重み付けして合計し

た世界の放出量（100 万トン
表す）。破線は、モントリオール議

2007 年改訂によ る
の段階的廃止の前倒し

が実施されないとして計算

放出量を示す。

オゾン層破壊係数で重み

付けして合計した世界の放出量

換算の 100万トン
物質の放出量にそれぞ

れのオゾン層破壊係数（CFC
とする）を乗じて、CFC-11

を求めた。縦の破線

はモントリオール議定書が採択さ

年を示す。 

地球温暖化係数で重み付

けして合計した世界の放出量（

換算の10億トン/年で表
の放出量にそれぞれ

の地球温暖化係数（直接効果の

み、評価期間 100 年で、二酸化
とする）を乗じて、二酸化

相当の放出量を求めた

IPCC の排出シナリオ
に関する特別報告書（SRES
二酸化炭素放出シナリオの幅

1950～2007 年の
二酸化炭素放出量が面

）のものを表す。縦の破線は、京都議定書

年を示す。京都議定書の第一約束期間の削減目標の大きさも示し

国の削減目標に基づいている。

C 類、
、その他）と

その代替物質でオゾン層を破壊

1950 年
年の世界合計放出量。

放出量は、先進国分と開発途上

各図の

をグル

多」「少」

の表示は、それぞれ基本シナリオ

ハッチがけ

した部分は、モントリオール議定

オゾン層破壊物質の

すると

仮定した場合の放出量を表して

質量で重み付けして合計し

万トン/年で
表す）。破線は、モントリオール議

年改訂によ る

前倒し

計算した

放出量を示す。 

オゾン層破壊係数で重み

付けして合計した世界の放出量

万トン/年で
の放出量にそれぞ

CFC-11
11相

。縦の破線

はモントリオール議定書が採択さ

地球温暖化係数で重み付

けして合計した世界の放出量（二

年で表

の放出量にそれぞれ

の地球温暖化係数（直接効果の

二酸化

二酸化

を求めた。参

排出シナリオ

SRES）に
放出シナリオの幅

年の二酸

放出量が面

）のものを表す。縦の破線は、京都議定書

年を示す。京都議定書の第一約束期間の削減目標の大きさも示した。こ

国の削減目標に基づいている。 
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３．南極域のオゾンと気候 

 

 南極オゾンホールは、オゾン層破壊物質がオゾン層に及ぼす効果が最も明瞭に現れたも

のである。オゾン破壊の結果、自然変動の幅を大きく超えたオゾン全量の減少が、1980

年以降例外なく毎年発生している。オゾンホールはまた、オゾン層破壊が地上の気候にど

のように影響を与えるかを最も明瞭に示す例となっている。 

 

・ 南極の春南極の春南極の春南極の春季にオゾン全量が減少する現象（オゾンホール）は、季にオゾン全量が減少する現象（オゾンホール）は、季にオゾン全量が減少する現象（オゾンホール）は、季にオゾン全量が減少する現象（オゾンホール）は、1980 年頃に最年頃に最年頃に最年頃に最初に認初に認初に認初に認

識できるようになり、その後識できるようになり、その後識できるようになり、その後識できるようになり、その後毎年発生している（図毎年発生している（図毎年発生している（図毎年発生している（図 4-21 のののの c））））。オゾンの減少量は

主に気象の変動に起因して年々変動するが、極渦内の 10 月の平均オゾン全量は過去

15年間の平均で 1980年より約 40％少なくなった。1991～2006年に南極点で観測さ

れた紅斑紫外線（日焼けをもたらす紫外線）の平均値は、1963～1980 年の推定値に

比べ 55～85％多かった。 

 

・ 前回のアセスメント以降に南極オゾンホールの原因についての理解に誤りがあるの前回のアセスメント以降に南極オゾンホールの原因についての理解に誤りがあるの前回のアセスメント以降に南極オゾンホールの原因についての理解に誤りがあるの前回のアセスメント以降に南極オゾンホールの原因についての理解に誤りがあるの

ではないかという疑問が提起されたが、現在までに解決されている。ではないかという疑問が提起されたが、現在までに解決されている。ではないかという疑問が提起されたが、現在までに解決されている。ではないかという疑問が提起されたが、現在までに解決されている。極域のオゾン層

破壊で鍵となる化学反応に関して新しく室内実験測定が行われ、その結果、オゾン層

破壊物質がオゾンホールの原因に間違いないことが再確認された。オゾンホールに関

与する化学物質の量を野外観測から見積もった結果からも、その結論が支持されてい

る。 

 

・ 南極オゾンホールが南半球の地上の気候に影響を与えていることを示す証拠が増え南極オゾンホールが南半球の地上の気候に影響を与えていることを示す証拠が増え南極オゾンホールが南半球の地上の気候に影響を与えていることを示す証拠が増え南極オゾンホールが南半球の地上の気候に影響を与えていることを示す証拠が増え

ている。ている。ている。ている。気候モデルを用いたシミュレーションにより、オゾンホールが南半球の中高

緯度帯で夏季に観測される地上風の変化を引き起こす主要因であることが示された。

地上風の変化が、南極半島の温暖化と南極高原の寒冷化の一因になった。その変化は

また、降水の地域的変化、南極周辺の海氷の増加、南極海の温暖化及び二酸化炭素の

海洋吸収の局地的な減少とも関連している。 

 

・ 南半球の夏季の地上風の変化傾向は、今後数十年も続かないと予測される。南半球の夏季の地上風の変化傾向は、今後数十年も続かないと予測される。南半球の夏季の地上風の変化傾向は、今後数十年も続かないと予測される。南半球の夏季の地上風の変化傾向は、今後数十年も続かないと予測される。温室効果

ガスの増加とオゾンホールの回復によって、地上風に及ぼす影響が相殺されると予測

されるためである。 

 

・ 観測によると、南極の春季のオゾン全量は、ま観測によると、南極の春季のオゾン全量は、ま観測によると、南極の春季のオゾン全量は、ま観測によると、南極の春季のオゾン全量は、まだ統計的に有意なだ統計的に有意なだ統計的に有意なだ統計的に有意な増加増加増加増加傾向を示傾向を示傾向を示傾向を示していしていしていしてい

ない（ない（ない（ない（図図図図 4-21のののの c）。）。）。）。現在のところ、極渦の中でオゾン層破壊物質がわずかに減少し

たことによる変化量よりも、気象に起因して生じる年々変動の方が大きい。これは、

化学気候モデルを使ったシミュレーション結果とも一致している。 
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・ 南極の春季のオゾン全量は、南極の春季のオゾン全量は、南極の春季のオゾン全量は、南極の春季のオゾン全量は、21 世紀中はオゾン層破壊物質量の減少が主要因になっ世紀中はオゾン層破壊物質量の減少が主要因になっ世紀中はオゾン層破壊物質量の減少が主要因になっ世紀中はオゾン層破壊物質量の減少が主要因になっ

て推移すると予測さて推移すると予測さて推移すると予測さて推移すると予測される（図れる（図れる（図れる（図 4-21のののの c）。）。）。）。化学気候モデルを用いたシミュレーション

によれば、温室効果ガスの変化がオゾンホールに及ぼす効果は、過去においてオゾン

層破壊物質の効果よりも小さかったこと、そして将来もその状況は変わらないことが

示されている。今世紀末においてさえも、小規模で一時的な南極オゾンホールが起こ

る可能性がある、という見解もある。南極域では、春と初夏に地上紫外線が非常に強

くなるという状況が続くことになる。 

 

４．世界と北極域のオゾンと気候  

 

モントリオール議定書とその改正・調整による規制の結果、オゾン層破壊物質が減少し

成層圏オゾンの回復につながると予測されている。しかし、今後数年間のオゾンの増加が

オゾン層破壊物質の減少の結果であると結論付けることはとても難しい。自然の変動や観

測の不確実性のほかにも、成層圏の気温や水蒸気の変化のように切り分けることが困難な

要因があるためである。このアセスメントの特色は、複数の化学気候モデルを運用するグ

ループの協力により、統一的な条件の下で 1960～2100 年の期間を対象とした数値計算を

行い、その結果を用いて成層圏の長期変化や、オゾン層破壊物質と温室効果ガスのそれぞ

れの寄与の割合についての詳細な研究が可能となったことである。 

 

・ 2006～～～～2009年の平均オゾン全量は、前回アセスメントと同じレベルで、年の平均オゾン全量は、前回アセスメントと同じレベルで、年の平均オゾン全量は、前回アセスメントと同じレベルで、年の平均オゾン全量は、前回アセスメントと同じレベルで、1964～～～～1980

年平均と比べて南緯年平均と比べて南緯年平均と比べて南緯年平均と比べて南緯 90～北緯～北緯～北緯～北緯 90 度の度の度の度の平均で約平均で約平均で約平均で約 3.5％、南緯％、南緯％、南緯％、南緯 60～北緯～北緯～北緯～北緯 60 度の度の度の度の平均で平均で平均で平均で

約約約約 2.5％少なかった。％少なかった。％少なかった。％少なかった。2006～2009年の中緯度（35～60度）の平均オゾン全量は、1996

～2005年と同じレベルであり、1964～1980年の平均よりも南半球で約 6％、北半球

で約 3.5％小さかった。 

 

・ 2007～～～～2010 年の間の北極域における冬季と春季のオゾン減少には年々変動がみられ年の間の北極域における冬季と春季のオゾン減少には年々変動がみられ年の間の北極域における冬季と春季のオゾン減少には年々変動がみられ年の間の北極域における冬季と春季のオゾン減少には年々変動がみられ

るが、るが、るが、るが、1990 年代初め以降にみられた変動の範囲内に留まっている。年代初め以降にみられた変動の範囲内に留まっている。年代初め以降にみられた変動の範囲内に留まっている。年代初め以降にみられた変動の範囲内に留まっている。北極で寒さが厳

しい冬季には、以前と同様に化学過程によってオゾンが大きく減少している。 

 

・ 北極域の成層圏オゾン層破壊と対流圏北極域の成層圏オゾン層破壊と対流圏北極域の成層圏オゾン層破壊と対流圏北極域の成層圏オゾン層破壊と対流圏及び及び及び及び地上の気候変化との関連は、まだ明地上の気候変化との関連は、まだ明地上の気候変化との関連は、まだ明地上の気候変化との関連は、まだ明瞭瞭瞭瞭なもなもなもなも

のが、みられないが、オゾン層破壊量が南極域と比べて小さいことから予想されていのが、みられないが、オゾン層破壊量が南極域と比べて小さいことから予想されていのが、みられないが、オゾン層破壊量が南極域と比べて小さいことから予想されていのが、みられないが、オゾン層破壊量が南極域と比べて小さいことから予想されてい

たことである。たことである。たことである。たことである。 

 

・ オゾン層破壊物質が増加していた頃に観測されたオゾン層破壊物質が増加していた頃に観測されたオゾン層破壊物質が増加していた頃に観測されたオゾン層破壊物質が増加していた頃に観測された両両両両半球中緯度帯のオゾン変化傾向半球中緯度帯のオゾン変化傾向半球中緯度帯のオゾン変化傾向半球中緯度帯のオゾン変化傾向

とその、緯度とその、緯度とその、緯度とその、緯度方方方方向、向、向、向、鉛直方鉛直方鉛直方鉛直方向の向の向の向の構造構造構造構造が、ともに化が、ともに化が、ともに化が、ともに化学学学学気候モ気候モ気候モ気候モデデデデルでルでルでルで再再再再現された。これに現された。これに現された。これに現された。これに

より、オゾン変化に関するこれまでのより、オゾン変化に関するこれまでのより、オゾン変化に関するこれまでのより、オゾン変化に関するこれまでの基本基本基本基本的な理解は間的な理解は間的な理解は間的な理解は間違違違違っていなかったことがっていなかったことがっていなかったことがっていなかったことが確確確確かかかか
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められた。められた。められた。められた。モデルによるシミュレーションの結果は、最近 10 年間に世界のオゾン全

量の変化が小さくなっているという観測事実と一致している。 

 

・ 地上地上地上地上及び及び及び及び衛星衛星衛星衛星の観測の観測の観測の観測デデデデータをータをータをータを用用用用いた解いた解いた解いた解析析析析のののの結結結結果、中緯度帯の果、中緯度帯の果、中緯度帯の果、中緯度帯の紅斑紫外線紅斑紫外線紅斑紫外線紅斑紫外線量は量は量は量は 1970 年年年年

代後半以降増加していることが示された（図代後半以降増加していることが示された（図代後半以降増加していることが示された（図代後半以降増加していることが示された（図 4-21のののの e）。）。）。）。ほかの要因（主に雲とエア

ロゾル）が紅斑紫外線の長期変化に影響を与えることを考慮する必要はあるものの、

この結果はオゾン全量観測値が減少していることと定性的に一致している。中緯度帯

の大気汚染のない地点における晴天時の紫外線観測によれば、1990年代後半以降の紫

外線強度はほぼ一定であり、この期間のオゾン全量観測結果と整合している。 

 

・ 衛星衛星衛星衛星及び及び及び及びララララジオゾンジオゾンジオゾンジオゾンデデデデの観測の観測の観測の観測デデデデータをータをータをータを用用用用いたいたいたいた新新新新しい解しい解しい解しい解析結析結析結析結果から、果から、果から、果から、1980～～～～2009 年の年の年の年の

成層圏気温の変化に関して成層圏気温の変化に関して成層圏気温の変化に関して成層圏気温の変化に関して信頼性信頼性信頼性信頼性のののの高高高高いいいい結論結論結論結論がががが得得得得られた。られた。られた。られた。1980～1995 年の間の世界

平均気温は、下部成層圏で 1～2℃、上部成層圏で 4～6℃それぞれ低下した。概ね 1995

年以降の世界平均の成層圏気温には、有意な長期変化傾向はみられない。下部成層圏

の寒冷化は直線的ではなく、1980年代初期と 1990年代初期に段階的に温度が低下し

ている。下部成層圏の寒冷化は、以前は中高緯度帯に限られると考えられていたが、

熱帯でも起こっていることがわかった。 

 

・ 下下下下部部部部成層圏の気温の時間変化には、成層圏の気温の時間変化には、成層圏の気温の時間変化には、成層圏の気温の時間変化には、自然自然自然自然要因と要因と要因と要因と人為人為人為人為的要因の的要因の的要因の的要因の両者両者両者両者の変化がの変化がの変化がの変化が複複複複合的に影合的に影合的に影合的に影

響する。響する。響する。響する。1980年以降の下部成層圏の寒冷化は、オゾン減少の影響を受けている。大規

模な火山噴火と太陽活動は、明瞭でより短期的な効果をもつ。これらの要因をすべて

考慮したモデルにより、この気温の変化経過を再現することができる。 

 

・ 成層圏のオゾン、成層圏のオゾン、成層圏のオゾン、成層圏のオゾン、水蒸水蒸水蒸水蒸気、気、気、気、エアロゾルエアロゾルエアロゾルエアロゾルの変化はすべて、放の変化はすべて、放の変化はすべて、放の変化はすべて、放射射射射過過過過程程程程をををを通通通通じて地上気温にじて地上気温にじて地上気温にじて地上気温に

影響を与える。影響を与える。影響を与える。影響を与える。成層圏オゾン層破壊による 2008年の気候放射強制力* （－0.05±0.1 Ｗ

/ｍ2）は、その破壊の大きな原因である CFC類と HCFC類がもつ正の放射強制力（お

よそ＋0.3 Ｗ/ｍ2）よりも絶対値がかなり小さい。なお、二酸化炭素の現在の放射強

制力は約＋1.7 Ｗ/ｍ2 である。放射計算と気候モデルを用いた研究によれば、成層圏

の水蒸気変化が放射に与える効果（10 年あたり±0.1 Ｗ/ｍ2 程度）は、世界平均した

地上気温の 10 年スケールの変化に寄与し得るとみられている。気候モデルと観測事

実から、大規模な火山噴火（例えば 1991 年のピナトゥボ火山ではおよそ－3 Ｗ/ｍ2

の効果）の後、数年間にわたって地上の寒冷化が起こり得ることがわかっている。 

 

・ 中中中中部部部部及び及び及び及び上上上上部部部部成層圏では、主に二酸化炭素の増加によって今後成層圏では、主に二酸化炭素の増加によって今後成層圏では、主に二酸化炭素の増加によって今後成層圏では、主に二酸化炭素の増加によって今後 100年年年年程程程程度は度は度は度は寒冷寒冷寒冷寒冷化が化が化が化が

続くと予測される。続くと予測される。続くと予測される。続くと予測される。成層圏オゾンの回復により、この寒冷化がわずかに緩和される。

                                                  
* 一般に正の放射強制力は地表面を暖め、負の強制力は地表面を冷やす。 



巻末資料 

194 

HFC類の濃度が成層圏で１ppbレベルに達した場合、熱帯の下部成層圏と圏界面付近

の気温が約 0.3℃高くなる可能性がある。 

 

・ 最近のモ最近のモ最近のモ最近のモデデデデルルルルシミュシミュシミュシミュレーレーレーレーショショショションからンからンからンから新新新新たにわかったことに、温室効果ガスの増加によたにわかったことに、温室効果ガスの増加によたにわかったことに、温室効果ガスの増加によたにわかったことに、温室効果ガスの増加によ

りりりりブブブブリリリリュュュューーーーワワワワー・ー・ー・ー・ドブソドブソドブソドブソンンンン循環循環循環循環としてとしてとしてとして知知知知られる成層圏られる成層圏られる成層圏られる成層圏循環循環循環循環がががが強強強強まるという予測がある。まるという予測がある。まるという予測がある。まるという予測がある。

このような循環強化が起こると、オゾン全量が熱帯で減少しそのほかの緯度帯で増加

するといった非常に重要な結果をもたらし得る。しかし、循環強化を引き起こすメカ

ニズムはまだ解明されておらず、循環が強まっているという観測事実もまだない。 

 

・ 世界全世界全世界全世界全体体体体のオゾン量は、オゾン層破壊物質の減少にほのオゾン量は、オゾン層破壊物質の減少にほのオゾン量は、オゾン層破壊物質の減少にほのオゾン量は、オゾン層破壊物質の減少にほぼぼぼぼ同調して回同調して回同調して回同調して回復復復復すると予測されすると予測されすると予測されすると予測され

ているが、上ているが、上ているが、上ているが、上部部部部成層圏の成層圏の成層圏の成層圏の寒冷寒冷寒冷寒冷化により化により化により化により更更更更にににに加速される。加速される。加速される。加速される。世界全体のオゾン量は、成層

圏循環の変化には大きく影響されないので、この予測には高い信頼性がある。 

 

・ 北極域のオゾン量の増加は、南極域に比べ、気候変化の影響を北極域のオゾン量の増加は、南極域に比べ、気候変化の影響を北極域のオゾン量の増加は、南極域に比べ、気候変化の影響を北極域のオゾン量の増加は、南極域に比べ、気候変化の影響を受受受受けけけけややややすいと予測されすいと予測されすいと予測されすいと予測され

る。る。る。る。予測どおり成層圏のブリューワー・ドブソン循環が強化されれば、北極域の下部

成層圏のオゾン量をかなり増加させるとみられ、上部成層圏の寒冷化による温室効果

ガス起源のオゾン量増加を促進し、1980年レベルへの回復を早めることが予測される。 

 

・ 温室効果ガスが温室効果ガスが温室効果ガスが温室効果ガスが引引引引き起こす気温とき起こす気温とき起こす気温とき起こす気温と循環循環循環循環の変化により、中緯度のオゾン全量のの変化により、中緯度のオゾン全量のの変化により、中緯度のオゾン全量のの変化により、中緯度のオゾン全量の 1980 年年年年

レベルレベルレベルレベルへへへへの回の回の回の回復復復復が数十年が数十年が数十年が数十年早早早早まり、今まり、今まり、今まり、今世紀世紀世紀世紀末末末末までにはまでにはまでにはまでには 1980 年レベルを十年レベルを十年レベルを十年レベルを十分分分分に上回るとに上回るとに上回るとに上回ると

予測される。予測される。予測される。予測される。その効果は、北半球中緯度帯で最も顕著であり（図 4-21の d）、晴天時

の地上紫外線の強度は今世紀半ばまでには 1980 年レベルを十分に下回る可能性があ

る（図 4-21の e）。南半球の中緯度帯では、循環変化の効果が比較的弱いことが予想

されるうえに、オゾン量が 1980 年レベルに回復するのがもっと遅い南極の影響も受

ける。 
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（年） 

実線は現在までの観測値を、

破線は一般に認められている将

来シナリオを示す。影を付けた部

分は、過去と将来のシミュレーショ

ンにおける年々変動と不確実性

を示す。1980 年の縦破線は、オ
ゾンと紫外線の回復を判断する

基準とされる年を示し、オゾン層

に重大な変化があった前後を分

けるものである。地球の気候に大

きな影響を及ぼす二酸化炭素の

曲線も示した。その変化が成層圏

気温や風の分布に影響し、その

両方が成層圏オゾンに影響する

からである。 
 
（a）大気下層（対流圏）における
塩素と臭素のオゾン層の破壊

効率を考慮した総量。実線は

観測で得られた大気中の量を、

破線はこの報告書で使われ

た最も実現性の高いオゾン層

破壊物質の放出シナリオと大

気の作用に関する最新の知

見に基づいた予測を示す。モ

ントリオール議定書の効果に

より、今世紀末にかけて減少

が続き、1980年レベルに戻る
のは今世紀半ばと予測されて

いる。成層圏では、物質が地

表から成層圏に輸送されるの

に時間がかかることから、同様

の曲線ながらも数年分右側

（時間が遅い方向）にシフトす

る。 
 

 
 
 
（b） 二酸化炭素の大気中濃度。二酸化炭素は、成層圏を含む地球の気候を変える人為起源の主な温室効果ガ
スであり、濃度の変化は気候変化を間接的に表すものである。ドット模様をつけた陰影部分は、この報告書中

で使われた複数の異なるシナリオによる二酸化炭素量の予測値の幅を表す。 
 
（c） 10 月平均オゾン全量でみた南極オゾンホールの大きさ。オゾンホールはオゾン層破壊物質によるオゾン層
破壊を最も明瞭に表すものであり、大気中のオゾン層破壊物質は将来にわたってオゾンホールの大きさと期

間を決定づける主な要因であり続けると考えられている。南極のオゾン量は、21世紀末には1980年以前の値
に戻ると予測されている。影を付けた部分はオゾンの年々変動の幅を示す。変化を求めるのに、オゾン層破壊

物質の変化（パネル a）、二酸化炭素（パネル bの破線）、一酸化二窒素とメタンの変化（図には示さない）を考
慮したシナリオを使った。ただし、全ての不確実性を網羅しているわけではない。ドット模様をつけた陰影部分

は、気候シナリオの違いによる不確実性を表すが、これも全てを網羅しているわけではない。 
 
（d） 北緯 30～60 度間の平均のオゾン全量からみた北半球中緯度のオゾン層破壊の大きさ。影を付けた部分は
オゾンの年々変動の幅を示す。ドット模様をつけた陰影部分は、気候シナリオの違いによる不確実性を表す

が、全ての不確実性を網羅しているわけではない。パネル cとdは、北半球中緯度のオゾン層破壊と南極オゾ
ンホールの相対的な規模を表す。準2年周期振動（QBO）、火山噴火、太陽活動の影響は観測データから除
いてある。将来予測には、火山噴火や太陽活動の変動の影響は考慮していない。北半球中緯度でオゾン層

図図図図 4-21    オゾン層破壊物質と気候変化が成層圏オゾン層に及オゾン層破壊物質と気候変化が成層圏オゾン層に及オゾン層破壊物質と気候変化が成層圏オゾン層に及オゾン層破壊物質と気候変化が成層圏オゾン層に及ぼぼぼぼすすすす影影影影

響響響響とオゾンの変化が地上でとオゾンの変化が地上でとオゾンの変化が地上でとオゾンの変化が地上で受受受受ける紫外線に及ける紫外線に及ける紫外線に及ける紫外線に及ぼぼぼぼすすすす影響影響影響影響の概念図の概念図の概念図の概念図 
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が 1980年以前のレベルに戻るのがいつになるのかを判断するのは自然変動があるために難しいが、気候変
化のためにこの回復時期が数十年早まり、21 世紀半ばより前になる（成層圏の塩素と臭素の量が 1980 年レ
ベルに戻るより前であり、パネルｃに示した南極オゾンが回復する時期よりも早い）と予測されている。 

 
（e） 上に示すオゾン層破壊物質シナリオでのオゾン変化に伴う、北半球中緯度で晴天時の地上紫外線の変化。
北半球中緯度では、オゾン層破壊が小さかったことから紫外線の変化も小さい。影の部分は、パネル d のオゾ
ン変化に対応する地上紫外線の年々変動の幅を示す。地上紫外線は雲、エアロゾル、大気汚染の影響も強く

受けるが、それらの将来変化を予測するのは困難である。これらの要素の変化に伴う不確実性は、オゾン変化

による不確実性よりも大きいが、図には示していない。北半球中緯度の晴天時の地上紫外線は、気候変化の

結果、今世紀の半ばまでに 1980年レベルを十分に下回ると予測される。 

 

５．政策決定者向けの情報と政策策定のための選択肢 

 

様々なオゾン層破壊物質の放出量、生産量及び貯蔵量の削減について、基本となる将来

の放出シナリオから派生させる形で、いくつかのケースを考えることができる。ここでい

う基本シナリオはオゾン層破壊物質の放出量の将来予測に加えて、過去から現在の濃度を

再現するように作成されたものである。基本シナリオに基づく予測によると、成層圏の塩

素と臭素の濃度が 1980 年レベルに戻るのを、中緯度帯では今世紀半ば、南極の極渦内で

はそれより約 25 年遅れるとしている。基本シナリオに追加されたケースは、様々な政策

選択肢を実行した場合の効果を評価するのに使われる。 

 

（１）政策決定者向けの情報 

 

・ モントリオール議定書は、オゾン層をモントリオール議定書は、オゾン層をモントリオール議定書は、オゾン層をモントリオール議定書は、オゾン層を保護保護保護保護すると同時に、気候変化のすると同時に、気候変化のすると同時に、気候変化のすると同時に、気候変化の緩和緩和緩和緩和という大きという大きという大きという大き

な副な副な副な副次次次次効果効果効果効果をもたらした（図をもたらした（図をもたらした（図をもたらした（図 4-20 の中の中の中の中段段段段・下・下・下・下段参照段参照段参照段参照）。）。）。）。オゾン層破壊物質の生産と

消費が段階的に廃止され、成層圏オゾン層が保護されてきた。もしオゾン層破壊物質

の放出が規制されないで増加し続けていたら、今後数十年間に、これまで観測された

よりもはるかに大規模なオゾン層破壊が起こり、地上に到達する紫外線も大きく増え

たであろうということを、モデルを用いたシミュレーション結果は示している。 

 

・ HFC 類の規制が行われないと類の規制が行われないと類の規制が行われないと類の規制が行われないと仮仮仮仮定した定した定した定したシナシナシナシナリオによれリオによれリオによれリオによればばばば、地球温、地球温、地球温、地球温暖暖暖暖化化化化係係係係数を数を数を数を考慮考慮考慮考慮しししし

た放出量は、た放出量は、た放出量は、た放出量は、2050年までに年までに年までに年までに 1988年のピーク時の年のピーク時の年のピーク時の年のピーク時の CFC類に類に類に類に匹敵匹敵匹敵匹敵するようになると予するようになると予するようになると予するようになると予

測される（図測される（図測される（図測される（図 4-20 の下の下の下の下段参照段参照段参照段参照）。）。）。）。図中で予測の上限は、現在使われているのと同じ

くらいの HFC 類を開発途上国が使うようになると仮定したケースを示したものであ

る。 

 

・ 2007年にモントリオール議定書の年にモントリオール議定書の年にモントリオール議定書の年にモントリオール議定書の締締締締約約約約国国国国が合意したとおりにが合意したとおりにが合意したとおりにが合意したとおりにHCFC類の類の類の類の段階段階段階段階的的的的廃廃廃廃止止止止

がががが前前前前倒倒倒倒しされると、オゾン層破壊のしされると、オゾン層破壊のしされると、オゾン層破壊のしされると、オゾン層破壊の緩和緩和緩和緩和と気候と気候と気候と気候強強強強制制制制力力力力の減少がの減少がの減少がの減少が促進促進促進促進されると予測されされると予測されされると予測されされると予測され

る（図る（図る（図る（図 4-20をををを参照参照参照参照）。）。）。）。すなわち、オゾン層破壊係数を考慮した排出量に換算すると、

2011～2050 年の累積で約 70万トン相当の HCFC 類の排出が削減され、等価実効成
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層圏塩素（EESC）が 1980年レベルに回復するのが 4～5年早まることになる。また、

二酸化炭素に換算すると、2011～2050 年の平均で年あたり約 5 億トン相当の温室効

果ガスの放出が削減されることになる。それがどれだけの利益をもたらすかは、HCFC

類の代替物質が気候にどれだけ影響を及ぼすかによる。なお、人為起源の二酸化炭素

放出量は、2008年現在、全世界で年あたり 300億トンを超える。 

 

・ 前回のアセスメント以降、前回のアセスメント以降、前回のアセスメント以降、前回のアセスメント以降、新新新新たなたなたなたなフフフフルオロルオロルオロルオロカカカカーーーーボボボボン類が、ン類が、ン類が、ン類が、強力強力強力強力な温室効果ガスであるな温室効果ガスであるな温室効果ガスであるな温室効果ガスである

HCFC 類と類と類と類と HFC 類の代替物質の候類の代替物質の候類の代替物質の候類の代替物質の候補補補補として、として、として、として、作作作作られている。られている。られている。られている。例えば、HFC-1234yf

（オゾン層破壊係数は 0、評価期間 100 年の地球温暖化係数は 4）が、カーエアコン

に使うHFC-134a（オゾン層破壊係数は0、 評価期間100年の地球温暖化係数は1370）

の代替物質として開発されている。開発された新たな物質の一つ一つについて、その

オゾン層破壊係数、地球温暖化係数、大気中の寿命、安全性及び毒性の大きさを決定

し、環境への影響をあらゆる面から評価する必要がある。予備的な試験結果によれば、

現在使用されている量の HFC-134aが HFC-1234yfに置換された場合でも、対流圏オ

ゾンの生成に大きく寄与したり、分解生成する TFA（トリフルオロ酢酸）が有害にな

る量まで発生することはないと予測されている。TFAは、環境中にどこにでもある化

合物であることはよく知られているが、その自然起源及び人為起源の発生量や大気中

での寿命と量には、まだ大きな不確実性がある。 

 

モントリオール議定書とその改正・調整によって規制対象のオゾン層破壊物質の生産・

放出量と大気中の量を減らす効果が上がったが、その分だけ、モントリオール議定書で規

制されていない化合物や用途が成層圏オゾンに及ぼす影響が相対的に大きくなった。 

 

・ 二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素二酸化炭素ややややメタンのような放メタンのような放メタンのような放メタンのような放射へ射へ射へ射への影響が大きい物質の量が増加すると、気温・の影響が大きい物質の量が増加すると、気温・の影響が大きい物質の量が増加すると、気温・の影響が大きい物質の量が増加すると、気温・

風・化風・化風・化風・化学学学学過過過過程程程程に影響がに影響がに影響がに影響が及び及び及び及び、その、その、その、その結結結結果果果果将来将来将来将来の成層圏オゾン量に大きく影響すると予測の成層圏オゾン量に大きく影響すると予測の成層圏オゾン量に大きく影響すると予測の成層圏オゾン量に大きく影響すると予測

されている。されている。されている。されている。大気中の二酸化炭素は 2005～2008 年に年間 2.1ppm の割合で増加し、

メタンは 2006～2008年に年間 6.7ppbの割合で増加した。 

 

・ 一一一一酸化二酸化二酸化二酸化二窒窒窒窒素（素（素（素（N2O）は、オゾンを破壊する物質であるとともに気候を温）は、オゾンを破壊する物質であるとともに気候を温）は、オゾンを破壊する物質であるとともに気候を温）は、オゾンを破壊する物質であるとともに気候を温暖暖暖暖化する効化する効化する効化する効

果をもつ物質としても果をもつ物質としても果をもつ物質としても果をもつ物質としても知知知知られている。オゾン層破壊られている。オゾン層破壊られている。オゾン層破壊られている。オゾン層破壊係係係係数で数で数で数で重重重重み付けしたみ付けしたみ付けしたみ付けした場場場場合、その合、その合、その合、その人人人人

為為為為起源の放出量は、現在、全てのオゾン層破壊物質の中で最大である。起源の放出量は、現在、全てのオゾン層破壊物質の中で最大である。起源の放出量は、現在、全てのオゾン層破壊物質の中で最大である。起源の放出量は、現在、全てのオゾン層破壊物質の中で最大である。 

 

・ 気候を調気候を調気候を調気候を調節節節節するするするする手法手法手法手法（ジオエンジ（ジオエンジ（ジオエンジ（ジオエンジニニニニアリンアリンアリンアリンググググ）の）の）の）の一一一一つとして、つとして、つとして、つとして、硫黄硫黄硫黄硫黄をををを含む含む含む含む化合物を大化合物を大化合物を大化合物を大

量に成層圏量に成層圏量に成層圏量に成層圏へへへへ放出させる放出させる放出させる放出させる技術技術技術技術が提が提が提が提案案案案されているが、このされているが、このされているが、このされているが、この手法手法手法手法をををを用用用用いたいたいたいた場場場場合に成層圏の合に成層圏の合に成層圏の合に成層圏の

放放放放射射射射的・的・的・的・力学力学力学力学的・化的・化的・化的・化学学学学的な的な的な的な状態状態状態状態が変化し、成層圏オゾン量に意図しないが変化し、成層圏オゾン量に意図しないが変化し、成層圏オゾン量に意図しないが変化し、成層圏オゾン量に意図しない重重重重大な影響が大な影響が大な影響が大な影響が

生じる生じる生じる生じる可能性可能性可能性可能性がある。がある。がある。がある。 



巻末資料 

198 

（２）政策策定のための選択肢 

 

様々な物質を更に規制した場合にどのような効果が表れるのかを示すため、複数の追加

的なシナリオが作成された。下に示す表 4-14では、それぞれのシナリオを仮定した場合に

達成できる塩素と臭素を合わせた存在量及び二酸化炭素換算した放出量の、基本シナリオ

からの削減量を示している。 

 

・ ハロン類とハロン類とハロン類とハロン類と CFC類類類類：：：： 

オゾン層破壊オゾン層破壊オゾン層破壊オゾン層破壊係係係係数で数で数で数で重重重重みみみみづづづづけしたけしたけしたけした場場場場合、オゾン層破壊物質の放出量の中で、合、オゾン層破壊物質の放出量の中で、合、オゾン層破壊物質の放出量の中で、合、オゾン層破壊物質の放出量の中で、貯蔵貯蔵貯蔵貯蔵物か物か物か物か

らのらのらのらの漏漏漏漏出が現在最も出が現在最も出が現在最も出が現在最も多多多多くをくをくをくを占占占占めている。めている。めている。めている。CFC類の貯蔵分の回収と破壊が 2011年から

2015 年に遅れると、オゾンと気候に対する好ましい効果が約 30％減ると推定されて

いる。 

 

・ 四塩化炭素（四塩化炭素（四塩化炭素（四塩化炭素（CCl4））））：：：： 

2010 年以降の CCl4の放出が全廃されれば、それが EESC に与える効果は、CFC 類

とハロン類の貯蔵分を回収・破壊するのと同等になる。放出量の推定値を見直したた

め、この効果は、前回のアセスメントに比べ、かなり大きくなっている。 

 

・ HCFC類類類類：：：： 

開発途上国における HCFC類の最近の生産量は、報告量でみると前回のアセスメント

で予測したよりも大きく増加している。そのことだけを考慮した場合には、新しい基

本シナリオでの HCFC類生産量は前回アセスメントより大きくなりそうだが、ここで

は 2007年にモントリオール議定書締約国が合意したHCFC類の段階的廃止の前倒し

による削減効果の方が大きくなると想定されている。 

 

・ 塩素と臭素を塩素と臭素を塩素と臭素を塩素と臭素を含む含む含む含むオゾン層破壊物質のオゾン層破壊物質のオゾン層破壊物質のオゾン層破壊物質の 2010年以降の全年以降の全年以降の全年以降の全廃：廃：廃：廃： 

この化合物を全廃することにより、EESCが 1980年レベルに回復する時期が約 13年

早まるとともに、気候への影響に関しては、2011～2050 年に二酸化炭素換算で年あ

たり平均約 7億トンを削減するのと同等になる。このような二酸化炭素換算で求めた

温暖化への効果は、CFC 類及び HCFC 類の現在の貯蔵分によるものと、将来生産さ

れる HCFC類によるものとが同じくらいになる。 

 

・ 臭化メチル臭化メチル臭化メチル臭化メチル：：：：次の 2つの事例について試算した。 

事例１：検疫と出荷前処理での使用が 2011 年から段階的に廃止されることにより、

2004～2008 年の平均使用量のまま維持されるのと比べて EESC が 1980 年レベルに

回復する時期が 1.5年早まる。事例 2：規制から除外された特定用途での使用量が 2011
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年に認められた量のまま無期限に継続すると、EESCの回復時期が 0.2年遅れる。 

 

表表表表 4-14 シシシシナナナナリオリオリオリオごごごごとのとのとのとの試試試試算算算算 

塩素と臭素を合わせた存在量（EESC 相当）と地球温暖化係数で二酸化炭素に換算した放出量の削減分

を、それぞれ基本シナリオを基準として算出し、様々な物質を更に規制した場合にどれくらい効果がある

かを示した。 

物質物質物質物質名名名名 

（（（（単独又単独又単独又単独又ははははググググルールールーループプププ）））） 

EESC相当相当相当相当量の量の量の量の 

削減削減削減削減率率率率（（（（%）））） 

地球温地球温地球温地球温暖暖暖暖化化化化係係係係数で数で数で数で 

二酸化炭素に換算して計算した二酸化炭素に換算して計算した二酸化炭素に換算して計算した二酸化炭素に換算して計算した 

2011～～～～2050年合計の年合計の年合計の年合計の 

削減量（削減量（削減量（削減量（単位：単位：単位：単位：10億トン）億トン）億トン）億トン） 

2011年と年と年と年と 2015年に年に年に年に 

貯蔵分を回収して破壊貯蔵分を回収して破壊貯蔵分を回収して破壊貯蔵分を回収して破壊: 
2011年年年年 2015年年年年 2011年年年年 2015年年年年 

CFC類 11 7.0 7.9 5.5 

ハロン類 14 9.1 0.4 0.3 

HCFC類 4.8 5.3(1) 4.9 5.5(1) 

2010年以降に生産全廃年以降に生産全廃年以降に生産全廃年以降に生産全廃:   

HCFC類  8.8 13.2 

臭化メチル（検疫と出荷前処理用） 6.7  0.002 

2010年以降に放出全廃年以降に放出全廃年以降に放出全廃年以降に放出全廃:   
CCl4 (2) 7.6 0.9 
CH3CCl3 0.1 0.004 
HFC類  0.0 最大 170(3) 

（1）： HCFC類の貯蔵分を回収して破壊する量は 2015 年の方が 2011 年よりも大きいが、この試算で

は対象年 1 年のみの破壊量に基づくこと、また、毎年の生産量が引き続き破壊量を上回るため 2015 年

の貯蔵量は 2011 年の貯蔵量よりも多いことが理由である。 
（2）：貯蔵量はゼロと仮定している。放出量には、一時的に漏出したり、副産物として意図せず放出さ

れるといった見積りの不確実なものも含む。 
（3）：将来の予測放出量に強く依存する。また、HFC-23 は考慮されていない。現在 HFC 類はモント

リオール議定書では規制されていないが、京都議定書では規制対象に含まれている。 
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３．UNEP 環境影響評価パネル報告書要旨（2010 年）*  

 

オゾン層破壊の環境影響：2010アセスメント 

Environmental Effects of Ozone Depletion : 2010 Assessment 

 

オゾン層破壊と気候変化との相互作用 

Interactions of Ozone Depletion and Climate Change 

 

総括要旨 

Executive Summary 

 

オゾン層破壊と気候変化 

・オゾン層破壊及び温室効果ガス（・オゾン層破壊及び温室効果ガス（・オゾン層破壊及び温室効果ガス（・オゾン層破壊及び温室効果ガス（GHGs）の増大に起因する気候変化の間には）の増大に起因する気候変化の間には）の増大に起因する気候変化の間には）の増大に起因する気候変化の間には強強強強いいいい相互相互相互相互

作用作用作用作用がある。がある。がある。がある。オゾン層の破壊は気候に影響を与え、気候変化はオゾン層に影響を与える。

モントリオール議定書の実施の成功は気候変化に顕著な影響を与えてきた。計算によると、

クロロフルオロカーボン（CFCs）の段階的削減は、GHGs を削減するための京都議定書

に基づく対策よりも遥かに大きく地球の温暖化効果（即ち、放射強制力）の低減に効果が

あった。GHGsの濃度の増大は、成層圏における温度低下と循環の加速をもたらし、熱帯

地方におけるオゾン全量を減少させ、中／高緯度域におけるオゾン全量を増やす方向に働

くことで、成層圏でのオゾン量に影響を及ぼす。オゾン層の変化に起因する循環の変化は

地表の風と降雨のパターンにも影響を与える可能性がある。 

 

・モントリオール議定書は・モントリオール議定書は・モントリオール議定書は・モントリオール議定書は機能機能機能機能しているが、オゾン層がしているが、オゾン層がしているが、オゾン層がしているが、オゾン層が 1980 年代のレベルに年代のレベルに年代のレベルに年代のレベルに戻戻戻戻るには今るには今るには今るには今

後数十年はかかるであ後数十年はかかるであ後数十年はかかるであ後数十年はかかるであろろろろう。う。う。う。オゾン層破壊物質の濃度は 1990 年代にピークに達した後、

減少している。またオゾン全量ももはや減少していない。中緯度域のオゾン量は以前の予

測より早く、今世紀半ばまでには 1980 年のレベルに戻ると予想される。しかし、高緯度

域では回復率がもっと遅いと思われる。春季のオゾン層破壊は引き続き極域で起こり、特

に南極域で今後数十年にわたると予想される。 

 

・オゾン層破壊の・オゾン層破壊の・オゾン層破壊の・オゾン層破壊の抑抑抑抑制にモントリオール議定書が成制にモントリオール議定書が成制にモントリオール議定書が成制にモントリオール議定書が成功功功功したために、したために、したために、したために、UV-B 量の増大は南極量の増大は南極量の増大は南極量の増大は南極

オゾンホールの影響をオゾンホールの影響をオゾンホールの影響をオゾンホールの影響を受受受受ける地域のける地域のける地域のける地域の外側外側外側外側では小さく、では小さく、では小さく、では小さく、UV-B 量の増加を観測するのは量の増加を観測するのは量の増加を観測するのは量の増加を観測するのはむずむずむずむず

かしい。かしい。かしい。かしい。雲やエアロゾルなどオゾン以外の要因のために UV-B量の変動は大きい。オゾン

層破壊の結果として発生したであろう UV-B量の増加を確認するために使用可能な長期的

                                                  
* 環境省による仮訳 
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な観測は少ない。中緯度域では、UV-B放射照度の増加は現在のところ 1980年に比べても

<5％ほどであるが、オゾン層破壊が激しい高緯度域／極域では UV-Bの増加はもっと大き

い。南極では太陽高度が低いにもかかわらず、オゾンホールが形成されている晩春におけ

る UV-Bの放射線量は日焼けを引き起こすのに十分となる可能性があり、オゾン層破壊が

始まる前の 2倍にはなっている。残念ながら、この変化を確認するためのオゾンホール発

生以前の観測は存在しない。 

 

・モントリオール議定書がなけれ・モントリオール議定書がなけれ・モントリオール議定書がなけれ・モントリオール議定書がなければばばば、北半球中緯度域での、北半球中緯度域での、北半球中緯度域での、北半球中緯度域での日焼日焼日焼日焼けを起こすけを起こすけを起こすけを起こす紫外線紫外線紫外線紫外線量量量量のピーのピーのピーのピー

クククク値値値値はははは 2065 年までに年までに年までに年までに 3倍倍倍倍になっていたになっていたになっていたになっていた可能性可能性可能性可能性がある。がある。がある。がある。これは環境と人体の健康に重大な

影響を与えることになったであろう。この状況は、晴れた日の紫外線はオゾン層破壊が問

題となる以前よりも若干高い程度であり、中／高緯度域では今後数十年の間に減少すると

予想される現在の状況と大きく異なっている。 

 

・オゾン層と・オゾン層と・オゾン層と・オゾン層と雲雲雲雲で予想される変化は、で予想される変化は、で予想される変化は、で予想される変化は、紫外線紫外線紫外線紫外線量が既に量が既に量が既に量が既に低低低低いいいい高高高高緯度域における緯度域における緯度域における緯度域における紫外線紫外線紫外線紫外線を大きを大きを大きを大き

く減少させ、く減少させ、く減少させ、く減少させ、紫外線紫外線紫外線紫外線量が既に量が既に量が既に量が既に高高高高いいいい低低低低緯度域では緯度域では緯度域では緯度域では紫外線紫外線紫外線紫外線をわをわをわをわずずずずかに増加させるかに増加させるかに増加させるかに増加させる可能性可能性可能性可能性がある。がある。がある。がある。

これはこれはこれはこれは人体人体人体人体のののの健康健康健康健康と生と生と生と生態系態系態系態系に大きな影響を与えるに大きな影響を与えるに大きな影響を与えるに大きな影響を与える可能性可能性可能性可能性がある。がある。がある。がある。UV-B量は、1980年と比

較して、21 世紀末には中／高緯度域ではそれぞれ 5％から 20％まで低くなり、低緯度域

では 2～3％高くなると予測されている。しかしこれらの予測結果の扱いには注意が必要で

ある。何故なら、UV-B 量の変化予測は雲量、大気汚染物質及びエアロゾルの変化にも強

く依存するが、これらの因子は気候の変化に影響を受け、また将来の変化量には不確実性

が存在するからである。このような紫外線量の変化予測に基づくと、低緯度域では皮膚損

傷のリスクは大きくなると思わるが、高緯度域での UV-Bに起因するビタミン Dの十分な

生成のための最適ばく露時間の設定は難しい。 

 

・・・・将来将来将来将来のののの紫外線紫外線紫外線紫外線予測には予測には予測には予測には不確実不確実不確実不確実なななな部分部分部分部分がありがありがありがあり、モ、モ、モ、モデデデデル化と観測のル化と観測のル化と観測のル化と観測の努力努力努力努力をををを継継継継続することが続することが続することが続することが必必必必

要であ要であ要であ要である。る。る。る。オゾン層破壊と気候変化の間に強い相互作用があることや観測やモデルに不確

実性があることが、将来の紫外線放射照度の予測に対する信頼性を限定的なものに留めて

いる。したがって、将来の紫外線量の変化に関連するプロセスの理解を深めことや、オゾ

ン層と地上紫外線の分光放射照度の地上及び衛星からの観測を継続することが重要である。

これにより、将来の予想外の変化を監視し、変化に対応することが可能となろう。 

 

人体の人体の人体の人体の健康健康健康健康    

・・・・太陽太陽太陽太陽のののの UV-B放放放放射射射射のののの健康へ健康へ健康へ健康へのリスクに関しては、のリスクに関しては、のリスクに関しては、のリスクに関しては、白白白白内内内内障障障障とととと皮膚皮膚皮膚皮膚がんが最もがんが最もがんが最もがんが最も高高高高いいいい信頼性信頼性信頼性信頼性でででで

評価評価評価評価できる。できる。できる。できる。感染症感染症感染症感染症の発の発の発の発症症症症リスクをリスクをリスクをリスクを高高高高めるめるめるめる懸念懸念懸念懸念はあるが、はあるが、はあるが、はあるが、公衆衛公衆衛公衆衛公衆衛生上の生上の生上の生上の指針指針指針指針を出すにはを出すにはを出すにはを出すにはデデデデ

ータがータがータがータが不足不足不足不足している。している。している。している。白内障と皮膚がんの罹患率は多くの国で引き続き上昇しており、社

会的影響と医療コスト増大が問題となっている。一部の地域では、小児や若者における黒
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色腫の罹患率はもはや増加しておらず、或いは罹患率の増加はより死亡率の低い腫瘍に限

定されている。こうした変化は恐らく適正な研究結果に基づく強力な公衆衛生情報キャン

ペーンの成果を反映したものであろう。感染症の場合、動物実験を除くと白内障や皮膚が

んと同じような人の研究結果は得られていない。オゾン層破壊物質の代替物の使用は健康

へのリスクを生み出す可能性があるが、これらはまだ定量的に評価されていない。 

 

・・・・日光ば日光ば日光ば日光ばくくくく露露露露がががが健康健康健康健康に与えるに与えるに与えるに与える良良良良いいいい点点点点は、主としては、主としては、主としては、主として太陽太陽太陽太陽のののの UV-B放放放放射射射射によるによるによるによる皮膚皮膚皮膚皮膚ののののビビビビタタタタミミミミンンンン

D生成である。生成である。生成である。生成である。最適のビタミン Dレベルは骨の健康を維持し、ある種の内臓がん、自己免

疫疾患、感染症及び心血管系疾患のリスクを減らす可能性があると考えられている。経口

補給されたビタミン D にも紫外線により生成されるビタミン D と同様の利点があるかど

うか、また、ビタミン Dの大量摂取が常に望ましいかどうかはまだ明らかではない。リス

クと利益のバランスを考えた適正な日光のばく露は、遺伝学的な背景（皮膚の色、ビタミ

ン D受容体の種類を含む）及び外的／環境要因（食生活、季節、日時、緯度を含む）など

の個人的な特性で異なってくる。健康影響を考慮したビタミン Dの適正量と紫外線ばく露

に関しては、現在活発に研究が行われている分野であり、いずれ日光ばく露によるリスク

の最小化と便益をうまくバランスをとるための指針を一般大衆へ提供することとなるであ

ろう。 

 

・・・・太陽太陽太陽太陽のののの紫外線紫外線紫外線紫外線放放放放射射射射と気と気と気と気候の候の候の候の複複複複合変動が合変動が合変動が合変動が健康健康健康健康に与える影響については見に与える影響については見に与える影響については見に与える影響については見掛掛掛掛け上け上け上け上信頼信頼信頼信頼できるできるできるできる

ものである。ものである。ものである。ものである。医療医療医療医療に関する意に関する意に関する意に関する意思思思思決定と決定と決定と決定と将来将来将来将来のののの医療政策医療政策医療政策医療政策のののの指針指針指針指針となるとなるとなるとなる方方方方向向向向性性性性をををを持持持持った調った調った調った調査査査査がががが

必必必必要である。要である。要である。要である。温度が高くなれば、同じ紫外線放射にさらされてもより多くの皮膚がんを引

き起こすことになる。しかし、それ以上の調査は行われていないので、これが複合効果に

ついて現在のところ言える最も断定的な表現である。温度が上がると太陽のばく露パター

ンが変わる可能性があるが、気候変化に対応する将来の人の行動パターンをモデル化する

には相当な不確実性がある。複合効果は深刻なものになり得ると疑うに十分な情報がある

が、厳格なリスク推定を行うにはまだデータ不足である。 

 

陸域生態系 

・オゾン層破壊が・オゾン層破壊が・オゾン層破壊が・オゾン層破壊が顕著顕著顕著顕著な地域では、な地域では、な地域では、な地域では、UV-B 放放放放射射射射の増大がの増大がの増大がの増大が陸陸陸陸域域域域植植植植物の生産を約物の生産を約物の生産を約物の生産を約 6％減少させ％減少させ％減少させ％減少させ

ることがることがることがることが広広広広範囲の範囲の範囲の範囲の野外野外野外野外調調調調査査査査のののの結結結結果果果果からからからから示示示示唆唆唆唆されている。されている。されている。されている。この減少は植物の直接的な損傷の

結果であったり、植物を UV-B から保護し、UV-B に順応する方向に植物資源の使用を大

きく転換した結果でもある。植物の成長減少が長期間続くと、その影響は、特に植物が大

気中の炭素を隔離（回収）する機能をもっているという点で重大なものとなる可能性があ

る。 

 

・地球規・地球規・地球規・地球規模模模模のののの環境環境環境環境変化に起因する変化に起因する変化に起因する変化に起因する紫外線紫外線紫外線紫外線放放放放射射射射の変化はの変化はの変化はの変化は陸陸陸陸域生域生域生域生態系態系態系態系に極めてに極めてに極めてに極めて重重重重大な大な大な大な結結結結果をも果をも果をも果をも
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たらすたらすたらすたらす可能性可能性可能性可能性がある。がある。がある。がある。今後数十年間に予測される（乾燥又は森林伐採の増大に対応する）

雲量及び植生の地域特有の変化は、陸域生物の受ける紫外線放射のレベルに大きな影響を

与える可能性がある。紫外線放射（UV-B と UV-A の双方）のこうした変動は広範囲の生

態系に影響を与えることになる。 

 

・予想される気候の変化は予想される気候の変化は予想される気候の変化は予想される気候の変化は紫外線紫外線紫外線紫外線放放放放射射射射に対するに対するに対するに対する植植植植物及び生物及び生物及び生物及び生態系態系態系態系のののの反応反応反応反応を変えるを変えるを変えるを変える可能性可能性可能性可能性があがあがあがあ

る。る。る。る。例えば、中程度の乾燥は植物の紫外線への感受性を減少させる可能性があるが、気候

変化によって更に降水量が減少し温度が上昇すると、植物の成長が抑えられ、紫外線放射

及びその他の気候要因から防御するための植物の資源再配分が危うくなる可能性がある。

したがって、たとえ限られた気候変化であっても、その変化は特に苛酷な環境下では生存

に影響を与えるだろう。 

 

・・・・紫外線紫外線紫外線紫外線放放放放射射射射はははは枯枯枯枯れたれたれたれた植植植植物の物の物の物の分分分分解を解を解を解を早早早早め、そのめ、そのめ、そのめ、その結結結結果として炭素の大気中果として炭素の大気中果として炭素の大気中果として炭素の大気中へへへへの放出をの放出をの放出をの放出を促進促進促進促進すすすす

る。る。る。る。低／中緯度域では、雲量の減少と集約的な土地利用の増大によって、紫外線放射にさ

らされる植物と土壌が将来的には増える可能性がある。枯れた植物の太陽光の働きによる

分解（光分解）は、特に微生物の作用により極めてゆっくりとしか腐敗しない成分の場合、

多くの環境中で非常に重要な生態学的過程となる。 

 

・気候変化とオゾン層破壊に起因する・気候変化とオゾン層破壊に起因する・気候変化とオゾン層破壊に起因する・気候変化とオゾン層破壊に起因する UV-B放放放放射射射射の変動は、の変動は、の変動は、の変動は、植植植植物と物と物と物と害虫害虫害虫害虫とのとのとのとの相互作用相互作用相互作用相互作用に大に大に大に大

きな影響を与え、きな影響を与え、きな影響を与え、きな影響を与え、食食食食物の量と質に物の量と質に物の量と質に物の量と質に重重重重大な影響を与える。大な影響を与える。大な影響を与える。大な影響を与える。草食動物（例えば、昆虫）による

植物の消費は、通常の場合 UV-Bレベルが高くなれば減少する。今後数十年の間に、大気

中の二酸化炭素濃度が高まり、植物密度が増大すれば、UV-B 放射量の増加によって草食

性昆虫等による食害が減少する可能性が打ち消される可能性がある。 

 

・・・・UV-B 放放放放射射射射はははは例例例例ええええば抗ば抗ば抗ば抗酸化酸化酸化酸化活性活性活性活性、風味及び、風味及び、風味及び、風味及び繊維含繊維含繊維含繊維含有量の増大を有量の増大を有量の増大を有量の増大を通通通通じてじてじてじて食糧食糧食糧食糧の質を改の質を改の質を改の質を改善善善善すすすす

るるるる可能性可能性可能性可能性がある。がある。がある。がある。この分野で得られた知識は、栄養価を高めるためにこれら天然の植物生

産物を利用する農業システムの組み立てに使われる可能性がある。 

 

・・・・太陽太陽太陽太陽のののの UV-B放放放放射射射射はははは微微微微生物の生物生物の生物生物の生物生物の生物多様性多様性多様性多様性を変え、を変え、を変え、を変え、結結結結果として果として果として果として土壌土壌土壌土壌のののの肥沃肥沃肥沃肥沃度と度と度と度と植植植植物の物の物の物の病病病病気気気気

に影響を与える。に影響を与える。に影響を与える。に影響を与える。枯れた植物体上の微生物群の構成の変化は腐植率を変える可能性がある

（土壌の肥沃度に貢献する重要な生態学的過程）。生きた植物では、UV-B放射による微生

物の種構成の変化は菌類感染の感受性に影響を与えうる。 

 

水圏生態系 

・・・・太陽太陽太陽太陽からのからのからのからのUV-B放放放放射射射射による有による有による有による有害害害害な影響はな影響はな影響はな影響は水水水水圏生物で圏生物で圏生物で圏生物で立立立立証されている。証されている。証されている。証されている。それと対照的に、

生物多様性や種組成への影響、又は自然生態系における栄養段階間の相互作用に関する情
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報は比較的少ない。 

 

・あるあるあるある水水水水圏生物では、圏生物では、圏生物では、圏生物では、UV-B に起因するに起因するに起因するに起因する負負負負の影響はの影響はの影響はの影響は環境汚染環境汚染環境汚染環境汚染によってによってによってによって更更更更にににに悪悪悪悪化する。化する。化する。化する。原油

或いはカドミウム、セレン、銅などの重金属で汚染された現場では、UV-B 放射は水圏生

物に対してより重大な影響を与える。 

 

・気候変化は・気候変化は・気候変化は・気候変化は水水水水圏生物の圏生物の圏生物の圏生物の深深深深度度度度分布並分布並分布並分布並びにびにびにびに水水水水のののの透透透透明度に影響を与えるので明度に影響を与えるので明度に影響を与えるので明度に影響を与えるので水水水水圏生物の圏生物の圏生物の圏生物の太陽紫太陽紫太陽紫太陽紫

外線外線外線外線放放放放射ば射ば射ば射ばくくくく露露露露を変えるであを変えるであを変えるであを変えるであろろろろう。う。う。う。気候変化によってもたらされる気温の上昇は表層混合

層の深さを浅くする傾向があるので、生物をより高い照度にさらすことになる。内陸水系

及び沿岸部において、溶存有機物（DOM）は紫外線の透過性に影響を与える主要な要素で

ある。ある地域では、DOMの濃度が過去 20年間でほぼ 2倍となっている。人間の水生病

原体は太陽紫外線の放射に敏感であるため、DOM の変化はそれらへのばく露や免疫不活

性化を変えてしまう可能性がある。 

 

・増加した増加した増加した増加した太陽太陽太陽太陽 UV-Bの放の放の放の放射射射射は、地球規は、地球規は、地球規は、地球規模模模模の温度上の温度上の温度上の温度上昇昇昇昇とともに生とともに生とともに生とともに生態学態学態学態学的にも的にも的にも的にも経済経済経済経済的的的的にもにもにもにも重重重重

要である要である要である要である海藻海藻海藻海藻にににに負負負負の影響をあたえるかもしれない。の影響をあたえるかもしれない。の影響をあたえるかもしれない。の影響をあたえるかもしれない。海藻の生態系における鉛直分布は太陽

紫外線の放射の強い影響を受ける。褐藻及び紅藻の幼体はこれらの環境要素によって害を

受ける。 

 

・気候変化に起因する・気候変化に起因する・気候変化に起因する・気候変化に起因する環境環境環境環境変化は変化は変化は変化は太陽紫外線太陽紫外線太陽紫外線太陽紫外線放放放放射射射射にににに適応適応適応適応するためのするためのするためのするための水水水水圏生物の圏生物の圏生物の圏生物の防御戦略能防御戦略能防御戦略能防御戦略能

力力力力をををを超超超超える。える。える。える。種の違いによって光保護、光回復など回避戦略の組合せが異なり、それによ

って高い太陽紫外線の放射に適応するそれぞれの能力の限界が決まる。海洋及び内陸の両

方の生態系において生体量の主要な生産者である藍藻は、太陽紫外線の放射に敏感である

が、他の種は適応戦略のいろいろな組合せを使って、極度の UV-B照射、頻繁な乾燥及び

極度の高温といった生育環境でも生き残ることができる。 

 

・大気中の・大気中の・大気中の・大気中の CO2濃度が上濃度が上濃度が上濃度が上昇昇昇昇するとするとするとすると水水水水の酸の酸の酸の酸性性性性度も上がり、度も上がり、度も上がり、度も上がり、石灰性石灰性石灰性石灰性生物は生物は生物は生物は太陽太陽太陽太陽からのからのからのからの UV-B放放放放

射射射射によりによりによりにより脆弱脆弱脆弱脆弱になる。になる。になる。になる。海水の酸性化が続けば、植物プランクトン、海藻、珊瑚など石灰性

生物の炭酸塩の取り込みを阻害する。 

 

生物地球化学的循環 

・炭素・炭素・炭素・炭素循環循環循環循環をををを駆駆駆駆動する動する動する動するププププロセスに対するロセスに対するロセスに対するロセスに対する太陽紫外線太陽紫外線太陽紫外線太陽紫外線と気候変化の影響の間にはと気候変化の影響の間にはと気候変化の影響の間にはと気候変化の影響の間には相互作用相互作用相互作用相互作用がががが

ある。ある。ある。ある。これらの相互作用は大気中の CO2の増加の速度とそれによる地球温暖化を現在の予

測以上に加速させるかも知れない。 

 

・地中地中地中地中海や海や海や海や北北北北米西部米西部米西部米西部のののの様様様様なより温なより温なより温なより温暖暖暖暖でよりでよりでよりでより乾燥乾燥乾燥乾燥した気候した気候した気候した気候へへへへの移行は、の移行は、の移行は、の移行は、紫外線紫外線紫外線紫外線によるによるによるによる陸陸陸陸域大域大域大域大



巻末資料 

205 

気気気気へへへへの炭素の放出を増加させるであの炭素の放出を増加させるであの炭素の放出を増加させるであの炭素の放出を増加させるであろろろろう。う。う。う。枯れ葉などの紫外線による分解は大気への CO2

放出の経路としてもっと重要になるだろう。 

 

・中・中・中・中／高／高／高／高緯度緯度緯度緯度海洋海洋海洋海洋地域では、大気中の地域では、大気中の地域では、大気中の地域では、大気中の CO2をををを吸収吸収吸収吸収するするするする能力能力能力能力が減が減が減が減退退退退している。している。している。している。この減退は主

として、海洋における光合成と関連する CO2吸収プロセスに対する気候変化と太陽紫外線

の負の影響によるものである。 

 

・気候変化に関連して予想される北極とアル・気候変化に関連して予想される北極とアル・気候変化に関連して予想される北極とアル・気候変化に関連して予想される北極とアルププププスススス山脈山脈山脈山脈からからからから水水水水圏生圏生圏生圏生態系へ態系へ態系へ態系への流出の流出の流出の流出水水水水の増加は、の増加は、の増加は、の増加は、

紫外線紫外線紫外線紫外線によるによるによるによる土壌土壌土壌土壌有有有有機機機機炭素の炭素の炭素の炭素の分分分分解とそれによる解とそれによる解とそれによる解とそれによる CO2 の大気の大気の大気の大気へへへへの放出を加速させるであの放出を加速させるであの放出を加速させるであの放出を加速させるであろろろろ

う。う。う。う。流出水の増加は水の透明度を減らし、それによって淡水及び沿岸海洋における紫外線

ばく露を減らす。 

 

・・・・CO2以以以以外外外外の温室効果ガスにの温室効果ガスにの温室効果ガスにの温室効果ガスに係係係係わるわるわるわるフフフフィィィィーーーードドドドバッバッバッバックは、クは、クは、クは、紫紫紫紫外線外線外線外線と気候変化のと気候変化のと気候変化のと気候変化の相互作用相互作用相互作用相互作用によによによによ

り増大している。り増大している。り増大している。り増大している。例えば、気候変化に起因する海洋の貧酸素地域の増大は、重要な温室効

果ガスでかつオゾン層破壊物質でもある一酸化二窒素（N2O）の放出を促進する。 

 

・・・・オゾン層の回オゾン層の回オゾン層の回オゾン層の回復復復復でででで引引引引き起こされる地球き起こされる地球き起こされる地球き起こされる地球表表表表面に到達する面に到達する面に到達する面に到達する太陽太陽太陽太陽 UV-B 強強強強度の度の度の度の一一一一層の減少は、層の減少は、層の減少は、層の減少は、

有有有有機／機／機／機／無無無無機汚染機汚染機汚染機汚染物質の物質の物質の物質の光光光光化化化化学学学学的的的的反応反応反応反応をををを抑抑抑抑えるえるえるえる可能性可能性可能性可能性がある。がある。がある。がある。この影響は有機汚染物質の残

存量とばく露濃度を増大させる可能性がある。他方、金属の場合には、紫外線に起因する

金属の変質が、しばしばその有毒性を高めるため、光化学反応が抑えられることは有益に

働くかも知れない。 

 

大気質 

・・・・人体人体人体人体のののの健康健康健康健康及び及び及び及び環境環境環境環境に対する大気に対する大気に対する大気に対する大気汚染汚染汚染汚染の影響は、の影響は、の影響は、の影響は、将来将来将来将来の気候の気候の気候の気候や汚染や汚染や汚染や汚染物質の物質の物質の物質の排排排排出出出出やややや成層圏成層圏成層圏成層圏

オゾンの変化にオゾンの変化にオゾンの変化にオゾンの変化に直直直直接接接接的に影響される。的に影響される。的に影響される。的に影響される。紫外線は対流圏でのオゾンとエアロゾルを含む光化

学的スモッグの生成の支配的要素の一つである。また紫外線は大気中の多くの気候関連／

オゾン関連のガスの量を制御する水酸基（OH）の生成の引き金にもなっている。汚染物

質の化学過程及び風による輸送の定量化にはまだ不確実性が存在する。将来の紫外線や気

象条件や人為的排出の変化に伴う正味の影響は大きいと思われるが、一方でその影響は局

所的な状況に依存する。このことが大気質の予測と管理に対する挑戦となる。 

 

・・・・数数数数値値値値モモモモデデデデルでは、ルでは、ルでは、ルでは、将来将来将来将来のののの紫外線紫外線紫外線紫外線と気候の変化はと気候の変化はと気候の変化はと気候の変化は水水水水酸酸酸酸基基基基（（（（OHララララジジジジカカカカル）のトレンル）のトレンル）のトレンル）のトレンドドドドとととと空空空空

間間間間分布分布分布分布を変えると予測している。を変えると予測している。を変えると予測している。を変えると予測している。OHララララジジジジカカカカルの変化は、いくつかの温室効果ガスの存在ルの変化は、いくつかの温室効果ガスの存在ルの変化は、いくつかの温室効果ガスの存在ルの変化は、いくつかの温室効果ガスの存在

量に影響するだけでなく、量に影響するだけでなく、量に影響するだけでなく、量に影響するだけでなく、都市都市都市都市ススススケケケケールールールール並並並並びにびにびにびに地域ス地域ス地域ス地域スケケケケールのールのールのールの光光光光化化化化学学学学スモスモスモスモッッッッググググ生成にも影生成にも影生成にも影生成にも影

響を与えるだ響を与えるだ響を与えるだ響を与えるだろろろろう。う。う。う。OHラジカルの濃度は 2100年までに地球規模では平均で 20％低下す

ると予想される。一方で、局所的な濃度の変化は一様ではなく、現在の濃度よりも 2倍あ
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るいは 1/2 にも上下することが予想される。しかし、限られた数の事例研究においては、

OH ラジカル濃度についてモデル計算と実測値の間に大きな違いが認められている。この

ことは我々が大気中でのOHラジカルの化学を充分には理解していないことを示している。

したがって、人体の健康と環境に対する影響は不確実である。 

 

・・・・汚染汚染汚染汚染物質の放出、化物質の放出、化物質の放出、化物質の放出、化学学学学過過過過程程程程、、、、並並並並びにびにびにびに気候変化の気候変化の気候変化の気候変化の相互作用相互作用相互作用相互作用のため、のため、のため、のため、低低低低・中緯度のある地域・中緯度のある地域・中緯度のある地域・中緯度のある地域

で今後で今後で今後で今後 20～～～～40 年にわたって、年にわたって、年にわたって、年にわたって、光光光光化化化化学学学学的に生成される対流圏オゾンが増加すると予想され的に生成される対流圏オゾンが増加すると予想され的に生成される対流圏オゾンが増加すると予想され的に生成される対流圏オゾンが増加すると予想され

る。る。る。る。化石燃料の燃焼、バイオマス燃焼及び農業活動からの人為的大気汚染物質の排出が増

加を続ければ、対流圏オゾンの濃度は増大するであろう。気候に起因する温度と湿度の上

昇も汚染地域における対流圏オゾンの生成を増大させるが、もっと汚染の少ない地域では

対流圏オゾンの生成は減少するであろう。一部土壌では温度上昇により窒素酸化物（NOX）

及び生物起源の揮発性有機化合物（VOCs）の排出量が増える。この傾向は対流圏でのオ

ゾンのバックグラウンド濃度を増す方向に働くだろう。人の健康と環境に対する今後の保

護にとって、人間活動に関連する NOXと VOCs の排出についてもっと効果的な規制策を

検討する必要がある。 

 

・有有有有機機機機物質で物質で物質で物質で構構構構成されるエアロゾルは気候と大気質で大きな成されるエアロゾルは気候と大気質で大きな成されるエアロゾルは気候と大気質で大きな成されるエアロゾルは気候と大気質で大きな役割役割役割役割を果たしており、大気圏を果たしており、大気圏を果たしており、大気圏を果たしており、大気圏

でのエでのエでのエでのエネネネネルルルルギギギギーーーー収収収収支支支支に関する大きなに関する大きなに関する大きなに関する大きな不確実性不確実性不確実性不確実性の原因となっている。の原因となっている。の原因となっている。の原因となっている。大部分のエアロゾルは

人為的発生源や生物由来の発生源から放出される揮発性有機化合物の紫外線誘起の酸化過

程を経て生成される。しかしながら、エアロゾル生成に関わる化学過程の詳細はまだよく

知られておらず、現在のモデルは（揮発性有機化合物の酸化過程を経て生成される）有機

性のエアロゾル量を過少予測している。有機性のエアロゾルの大気質における重要性を評

価し、気候に対する直接的／間接的な放射強制力をもっとよく定量化するためには、有機

性のエアロゾルの生成過程、化学組成及び光学的特性をもっと理解する必要がある。 

 

・・・・オゾン層破壊物質の代替物のオゾン層破壊物質の代替物のオゾン層破壊物質の代替物のオゾン層破壊物質の代替物の分分分分解では、ある解では、ある解では、ある解では、ある種種種種の化の化の化の化学学学学物質が生成されるが、物質が生成されるが、物質が生成されるが、物質が生成されるが、人体人体人体人体のののの健康健康健康健康

とととと環境環境環境環境に対する関連に対する関連に対する関連に対する関連性性性性はほとんど見つからない。はほとんど見つからない。はほとんど見つからない。はほとんど見つからない。オゾン層を破壊する CFCsの代替物とし

て使われるハイドロクロロフルオロカーボン（HCFCs）とハイドロフルオロカーボン

（HFCs）は分解してトリフルオロ酢酸（TFA）を生成する。TFAは非常に安定で、海洋、

塩水湖、プラヤに蓄積される。しかし、過去の使用量及びフルオロオレフィンなど新規市

場参入商品を含む将来の使用予測に基づけば、これら代替品の環境中での消失に伴って生

成される TFA 及びモノフルオル酢酸（MFA）の増量はそれほど大きくはない。自然発生

源からの既存の量を加えても、人体及び水生環境における生物に対する TFA（及び、より

有毒なMFA）のリスクは無視できると判断される。 
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材料 

・・・・環境環境環境環境温度の上温度の上温度の上温度の上昇昇昇昇はははは紫外線紫外線紫外線紫外線に起因するに起因するに起因するに起因するプラプラプラプラスチスチスチスチッッッックとクとクとクと木材木材木材木材のののの劣劣劣劣化を加速させ、それにより化を加速させ、それにより化を加速させ、それにより化を加速させ、それにより

それらのそれらのそれらのそれらの屋屋屋屋外外外外における有効寿命を短くする。における有効寿命を短くする。における有効寿命を短くする。における有効寿命を短くする。自然及び人工の材料は屋外の建造物、農業、

その他の用途で広く使われている。高温での劣化速度の増大は個々の材料、紫外線照射環

境及びばく露の地理的位置によって異なる。 

 

・現在・現在・現在・現在利利利利用可能用可能用可能用可能なななな安安安安定化定化定化定化技術技術技術技術でも、でも、でも、でも、日日日日常的に常的に常的に常的に太陽紫外線太陽紫外線太陽紫外線太陽紫外線の放の放の放の放射射射射にさらされるいくつかのにさらされるいくつかのにさらされるいくつかのにさらされるいくつかの種種種種

類の類の類の類の通通通通常常常常ポポポポリリリリママママーーーーへへへへのののの損損損損害害害害をををを軽軽軽軽減できる。減できる。減できる。減できる。最新式の安定剤、表面被覆及び材料置換の技術

は紫外線の放射と温度を高めている環境の有害な影響を制御できるが、それはいくつかの

種類の通常プラスチックに限られる。 

 

・・・・屋屋屋屋外用外用外用外用での使での使での使での使用用用用が増えているが増えているが増えているが増えているプラプラプラプラスチスチスチスチッッッッククククナナナナノノノノ複複複複合合合合材材材材及び及び及び及び木材木材木材木材／プラ／プラ／プラ／プラスチスチスチスチッッッックククク複複複複合合合合材材材材はははは

在在在在来来来来のののの材料材料材料材料に比べてに比べてに比べてに比べて太陽紫外線太陽紫外線太陽紫外線太陽紫外線の放の放の放の放射へ射へ射へ射へのののの安安安安定定定定性性性性が比較的が比較的が比較的が比較的高高高高いようである。いようである。いようである。いようである。複合材におけ

るナノフィラーの使用は在来の複合材に比べて性能が優れているため増えている。木材／

プラスチック複合材は、プラスチック単体と比べて紫外線安定性は同等であるが、それで

も高い湿度での寿命の短縮に悩まされている。 
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５．英略語一覧 
 

英略語 正式名称 訳 

AGAGE 
Advanced Global Atmospheric Gases 
Experiment 

先進的地球規模大気中気体成分観測 

BAPMoN 
Background Air Pollution Monitoring 
Network    

大気バックグラウンド汚染監視網    

CCM Chemistry Climate Model 化学気候モデル 

CDOM Colored Dissolved Organic Matter 有色溶存有機物 

CFC Chlorofluorocarbon クロロフルオロカーボン 

CGER   Center for Global Environmental Research    国立環境研究所地球環境研究センター    

CIE   Commission Internationale de l'Eclairage    国際照明委員会  

CLAES Cryogenic Limb Array Etalon Spectrometer 
大気測定用走査型冷却剤冷却式地球周

縁赤外分光計 

CPD Cyclobutane Pyrimijine Dimer シクロブタン型 2 量体 

CTM Chemical Transport Model 化学輸送モデル 

DLR   Deutschen Zentrum fur Luft- und Raumfahrt   ドイツ航空宇宙センター     

DMS Dimethylsulphide 硫化ジメチル 

DU Dobson Unit ドブソン単位 

ECD   Electron Capture Detector    電子捕獲型検出器 

EEAP Environmental Effects Assessment Panel 環境影響評価パネル 

EESC Equivalent Effective Stratospheric Chlorine 等価実効成層圏塩素 

ESRL Earth System Research Laboratory 地球システム研究所 

GAW   Global Atmosphere Watch    全球大気監視計画 

GC    Gas Chromatograph    ガスクロマトグラフ 

GHG Greenhouse Gas 温室効果ガス 

GO3OS  Global Ozone Observing System    全球オゾン観測システム     

GOME   Global Ozone Monitoring Experiment    全球オゾン監視実験 

GWP Global Warming Potential 地球温暖化係数 

HABs Harmful Algal Blooms ハームフル・アルガル・ブルーム 

HALOE  Halogen Occultation Experiment    ハロゲン気体分子測定センサー    

HALS Hindered Amine Light Stabilizer 高分子光安定剤 

HBFC Hydrobromofluorocarbon ハイドロブロモフルオロカーボン 

HCFC Hydrochlorofluorocarbon ハイドロクロロフルオロカーボン 

HFC Hydrofluorocarbon ハイドロフルオロカーボン 

IGY   International Geophysical Year    国際地球観測年   

ILAS Improved Limb Atmospheric Spectrometer 改良型大気周縁赤外分光計    

IMG   Interferometric Monitor for Greenhouse Gases   温室効果ガス干渉分光計 

IOC   International Ozone Commission    国際オゾン委員会 

IPCC Intergovernmental Panel on Climate Change 気候変動に関する政府間パネル 

LIMS Limb Infrared Monitor of the Stratosphere 
地球周縁太陽掩蔽方式成層圏大気観測

放射計 

MED Minimum Erythemal Dose 最少紅斑量 

MLS   Microwave Limb Sounder    マイクロ波リム放射サウンダー    

MS    Mass Spectrometer    質量分析計   

NASA   
National Aeronautics and Space 
 Administration    

アメリカ航空宇宙局 

NDACC 
Network for the Detection of Atmospheric 
Composition Change 

大気組成変化検出のためのネットワー

ク 

NOAA   
National Oceanic and Atmospheric 
Administration    

アメリカ海洋大気庁 
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ODP   Ozone-Depleting Potential  オゾン層破壊係数 

ODS Ozone-Depleting Substance オゾン層破壊物質 

OMI   Ozone Monitoring Instrument    オゾン監視装置   

PAR Photosynthetically Active Radiation 光合成有効放射 

PFPE Perfluoropolyether パーフルオロポリエーテル 

PRTR Pollutant Release and Transfer Register 化学物質排出移動量届出制度 

PSC   Polar Stratospheric Cloud     極域成層圏雲     

QBO   Quasi biennial Oscillation    準 2 年周期振動     

SAG   Scientific Advisory Group    科学諮問部会     

SAGE Stratospheric Aerosol and Gas Experiment 
太陽掩蔽型成層圏エアロゾル・オゾン

鉛直分布観測センサー 

SAP Scientific Assessment Panel 科学評価パネル 

SBUV   Solar and Backscatter Ultraviolet    太陽・後方散乱紫外分光計    

SOA Secondary Organic Aerosol 二次有機エアロゾル 

SRES Special Report on Emissions Scenarios 排出シナリオに関する特別報告 

SVOC Semivolatile Organic Compounds 半揮発性有機化合物 

TEAP Technology and Economic Assessment Panel 技術・経済評価パネル 

TOMS   Total Ozone Mapping Spectrometer オゾン全量マッピング分光計     

TOVS   Tiros Operational Vertical Sounder    気温、湿度の鉛直分布測定用放射計  

UCI University of California at Irvine カリフォルニア大学アーバイン校 

UNEP   United Nations Environmental Programme   国連環境計画  

VOC Volatile Organic Compounds 揮発性有機化合物 

WHO World Health Organization 世界保健機関 

WMO   World Meteorological Organization    世界気象機関     

WOUDC  
World Ozone and Ultraviolet Radiation Data 
Centre    

世界オゾン・紫外線資料センター    

XPS Extruded Poly-Styrene 押出法ポリスチレンフォーム 

 




